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ま え が き

この「和歌山県の財政状況」は、県民の皆さんに県財政の現状をお知らせすることによって、県勢

と県の主要施策について御理解をいただき、本県の発展について御協力を得るため、毎年２回定期的

に公表しているものです。

今回は、平成３０年度当初予算及び平成２９年度下半期の補正予算の推移、県債及び一時借入金の

状況、県有財産の状況、企業会計の業務状況等について、そのあらましを説明します。

平成３０年５月

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸
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Ⅰ 平成３０年度当初予算のあらまし

１ 予算の規模及び特徴
用語解説１

（１）予算の規模

平成３０年度一般会計の予算総額は５, ５３４億９，９３６万円です。
用語解説２

前年度当初予算に比べて１２０億２，７９４万円減少し、２．１％減となりました。

特別会計（企業会計を除く。）の予算総額は２，５０２億４，０９４万円で、前年度の当
用語解説３ 用語解説４

初予算に比べて９９７億９，７０９万円増加し、６６．３％増となりました。

また、企業会計の予算総額は６８億６，２２２万円で、前年度の当初予算に比べて５億

４，９６８万円減少し、７．４％減となりました。

（２）予算の特徴

長期総合計画の２年目に当たる平成３０年度の予算編成に当たっては、持続可能な行財政

運営を確保するための取組を着実に進める一方、長期総合計画に掲げられている本県がめざ

す将来像「『世界とつながる 愛着ある元気な和歌山』～県民みんなが楽しく暮らすために

～」の実現に向けた道筋をより確かなものにしていくため、５つの柱に基づく施策を着実に

実行しつつ、未来を拓く「ひとを育む」取組と、そのくらしの基礎となる「地域を創る」取

組に重点を置き、メリハリの効いた編成作業を行いました。

また、平成３０年度は、中期行財政経営プランの２年目に当たり、「長期総合計画の実

現」と「将来にわたる持続可能な行財政運営の確保」の両立を図るため、同プランに掲げる

取組を着実に実行することとし、人件費の抑制、事務事業評価に基づく既存事業の見直し及

び繰上償還の実施による公債費の縮減等により歳出の抑制を図るとともに、国の交付金等を

最大限有効に活用することで歳入を確保し、県の実質的な負担である一般財源の縮減に努め

ました。

その結果、社会保障関係経費が増加する中、長期総合計画の実現のために必要な施策に重

点的に予算を充てながらも、財政調整基金及び県債管理基金の取崩しについて、中期行財政

経営プランで定めた範囲内に抑制することができたところです。
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２ 県政の重点政策 

 

平成３０年度は、長期総合計画に掲げた取組を着実に軌道に乗せつつ、本県のポテンシ

ャルをさらに高め、未来への駆動力を生み出す新たな施策を展開することとし、長期総合

計画で示す５つの施策体系に沿って新政策を編成しました。 

 

（１）ひとを育む 

まず、「ひとを育む」については、多子世帯の経済的負担を軽減するため、保育料等の無

償化を拡充するとともに、在宅で育児を行う世帯へも支援を実施していきます。 

また、子どもの将来が、生まれ育った環境で左右されることがないよう、貧困の世代間

連鎖を断ち切る取組を、引き続き推進していきます。 

さらに、幼児教育から小学校教育への円滑な接続が行われるよう、小学校就学までに育

てたい具体的な子どもの姿を示した上で、成長に応じた切れ目の無い取組を推進するほか、

これからの情報化社会において活躍できる人材を育成するため、ＩＣＴに関する県独自の

教育カリキュラムを構築します。 

 

（２）しごとを創る 

次に、「しごとを創る」については、本年４月に、総務省統計局の「統計データ利活用セ

ンター」と「和歌山県データ利活用推進センター」が開所しました。ここを拠点に、産学

官が連携し、データ利活用を推進することで、行政課題の解決や県内企業の競争力強化に

取り組んでいきます。 

また、ＩoＴ等の先端技術を導入する企業に対するサポート体制の拡充やベンチャー企業

を呼び込むための企業誘致奨励金制度の創設、６次産業化や規模拡大、法人化といった、

農業経営の発展に向けて取り組む農業者への支援などを行っていきます。 

さらに、観光振興に関しては、世界的評価が高まっている中で、海外プロモーションを

一層強化するとともに、県内各地の観光スポットを周遊する「和歌山の楽しみ方」を提案

し、観光客の長期滞在化を推進することで、地域での旅行消費の拡大を目指していきます。 

 

（３）いのちを守る 

次に、「いのちを守る」については、台風第２１号により被災した道路、河川、砂防施設

等の本格復旧に全力で取り組む一方、台風や集中豪雨による被害を軽減するため、主要河

川の整備や国営総合農地防災事業による総合的な洪水対策を、引き続き推進していきます。 

また、地震、津波に対する備えとしては、災害時に児童生徒を守る防災リーダーや地域

での支援活動の担い手となる高校生や教職員を育成していきます。 

さらに、世界各国の高校生が参加し、津波の脅威と対策を学ぶ「『世界津波の日』高校生

サミット」を津波防災の聖地である本県で開催します。 
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（４）くらしやすさを高める 

次に、「くらしやすさを高める」については、住宅宿泊事業法が本年６月から施行される

ことに伴い、周辺住民の生活環境に悪影響を及ぼすことのないよう、事業者が遵守すべき

ルールを条例で定めることにより、本県における健全な民泊の普及を図っていきたいと考

えています。 

また、太陽光発電事業による環境への影響や災害の発生に対する県民の不安が拡大して

いることに鑑み、事業の実施に関し、安全性等を総合的に管理する条例を制定することに

より、本県の環境にふさわしい太陽光発電の普及を図っていきたいと考えています。 

 

（５）地域を創る 

最後に、「地域を創る」については、活力ある地域づくりや産業振興、企業誘致など、将

来のチャンスを保障する高速道路や県内幹線道路等の早期整備を、引き続き推進するとと

もに、民間事業者のノウハウを活用した空港運営を行うことにより、南紀白浜空港の利活

用を促進していきます。 

また、人口が減少していく中で、地域での生活を守るため、ふるさと生活圏の維持や持

続可能な地域公共交通ネットワークの構築に努めていきます。 

さらに、路線バス事業者が行うＩＣカードやバスロケーションシステムの導入を支援す

ることで、スムーズな乗降、乗り換えが可能な公共交通ネットワークを整備していきます。 

 

（６）予算・財政運営 

これらの新政策を盛り込んだ平成３０年度の当初予算は、一般会計で５，５３４億 

９，９３６万円としており、公債費の抑制等に努めることで、収支不足額を補うための財

政調整基金の取り崩し額は、中期行財政経営プランで設定した範囲内に抑制するなど、県

財政の健全性を確保しています。 
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３ 一般会計予算のあらまし

（１）歳入予算

歳入の内訳は、第１表及び第２図のとおりです。

県税及び諸収入等の自主財源は２，３１１億８，１４０万円で４１．８％を占め、国庫支出金、
用語解説５

地方交付税及び県債等の依存財源は３，２２３億１，７９６万円で５８．２％となっています。

自主財源のうち主なものは、県税の１６．７％であり、その税目の内訳は、第２表及び第３図
に示すとおりです。

歳 入（５，５３５億円 ）

地方交付税 地方交付税には、地方財源の均衡を図る目的

１，６５３億円 で一定の積算に基づき国から交付される普通

（２９．９％） 交付税と、災害復旧等の特別な事情があるこ

← とにより国から交付される特別交付税とがあ

り、一般財源として福祉・教育対策や公共事

業等の財源の一部にそれぞれ充当されていま

す。

県税 ← 個人県民税や自動車税などの税収です。

９２７億円

（１６．７％）

国庫支出金 ← 国から地方公共団体に交付される補助金、負

７１０億円 担金、委託金などです。

（１２．８％）

県債 道路や建物の建設など、その効果が後年度に

６９６億円 ← 及ぶ事業の財源に充てられるため、県が金融

（１２．６％） などから借り入れるお金です。

繰入金 主に過去に積み立てた貯金（基金）を取り崩

８３億円 ← して財源に充てるものです。

（１．５％） 基金残高は、平成２９年度末で７５４億円、

平成３０年度末で約６７５億円になる見込み

その他 です。

１，４６６億円

（２６．５％）

諸収入 ８５５億円

← 地方消費税清算金 ３３６億円

地方譲与税 １５８億円

使用料及び手数料 ６４億円などです。
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第１表　一般会計款別当初予算額

（歳　入） 　　 （単位：千円、％）

款 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸　率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

１．県税 92,702,000 16.7 91,639,000 16.2 1,063,000 1.2

２．地方消費税清算金 33,564,000 6.1 29,794,000 5.3 3,770,000 12.7

３．地方譲与税 15,774,000 2.8 16,283,000 2.9 ▲ 509,000 ▲ 3.1

４．地方特例交付金 388,000 0.1 339,000 0.1 49,000 14.5

５．地方交付税 165,300,000 29.9 167,700,000 29.7 ▲ 2,400,000 ▲ 1.4

６．交通安全対策特別交付金 254,000 0.0 270,000 0.0 ▲ 16,000 ▲ 5.9

７．分担金及び負担金 4,278,580 0.8 1,138,483 0.2 3,140,097 275.8

８．使用料及び手数料 6,387,750 1.2 6,542,285 1.2 ▲ 154,535 ▲ 2.4

９．国庫支出金 71,002,256 12.8 72,655,483 12.8 ▲ 1,653,227 ▲ 2.3

10．財産収入 451,188 0.1 621,888 0.1 ▲ 170,700 ▲ 27.4

11．寄附金 39,821 0.0 40,091 0.0 ▲ 270 ▲ 0.7

12．繰入金 8,297,833 1.5 8,688,393 1.5 ▲ 390,560 ▲ 4.5

13．繰越金 1 0.0 1 0.0 - 0.0

14．諸収入 85,460,228 15.4 94,612,077 16.7 ▲ 9,151,849 ▲ 9.7

15．県債 69,599,700 12.6 75,203,600 13.3 ▲ 5,603,900 ▲ 7.5

歳　入　合　計 553,499,357 100.0 565,527,301 100.0 ▲ 12,027,944 ▲ 2.1

平成３０年度当初予算 平成２９年度当初予算 比　　　　較

自主財源 

41.8% 

 2,312億円 

 

依存財源 

58.2% 

3,223億円 

     県税 

     16.7% 

       927億円 

諸収入 

   15.4% 

  855億円 
地方消費税清算金 

       6.1%    336億円 

繰入金 

1.5%    83億円 

使用料及び手数料 

1.2%    64億円 

分担金及び負担金 

0.8%   43億円 
財産収入等 

0.1%    4億円 

地方交付税 

       29.9%    1,653億円 

県債 

12.6％ 

696億円 

国庫支出金 

 12.8% 710億円 

地方譲与税等 

2.9%    164億円 

歳 入 

5,535  

億円 
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第２図 一般会計歳入予算の款別構成比率の推移 

県税 地方交付税 国庫支出金 県債 繰入金 その他 

 【解説】 県税だけでは収入全体の１６．7％に過ぎず、県の歳入の４5．6％は地方
交付税や国庫支出金といった国から交付される財源に頼っています。         
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第２表　県税税目別内訳

　　（単位：千円、％）

　　　比　　　　較

税　　目 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸　率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

１．県民税 34,510,000 37.2 33,580,000 36.6 930,000 2.8

　　　　　　個　人 30,898,000 33.3 30,258,000 33.0 640,000 2.1

 　    　　 法　人 3,239,000 3.5 2,887,000 3.1 352,000 12.2

　　　　　　利子割 373,000 0.4 435,000 0.5 ▲ 62,000 ▲ 14.3

２．事業税 18,297,000 19.7 17,065,000 18.6 1,232,000 7.2

　　　　　　個　人 1,005,000 1.1 982,000 1.1 23,000 2.3

　　　　　　法　人 17,292,000 18.6 16,083,000 17.5 1,209,000 7.5

３．地方消費税 18,834,000 20.3 20,063,000 21.9 ▲ 1,229,000 ▲ 6.1

　　　　　　譲渡割 14,728,000 15.9 15,018,000 16.4 ▲ 290,000 ▲ 1.9

　　　　　　貨物割 4,106,000 4.4 5,045,000 5.5 ▲ 939,000 ▲ 18.6

４．不動産取得税 1,719,000 1.9 1,822,000 2.0 ▲ 103,000 ▲ 5.7

５．県たばこ税 1,060,000 1.2 1,093,000 1.2 ▲ 33,000 ▲ 3.0

６．ゴルフ場利用税 316,000 0.3 349,000 0.4 ▲ 33,000 ▲ 9.5

７．自動車取得税 1,377,000 1.5 1,147,000 1.3 230,000 20.1

８．軽油引取税 5,571,000 6.0 5,569,000 6.1 2,000 0.0

９．自動車税 11,002,000 11.9 10,936,000 11.9 66,000 0.6

10．鉱区税 100 0.0 100 0.0              - 0.0

11．狩猟税 15,900 0.0 14,900 0.0 1,000 6.7

12. 旧法による税              - -              - - - -

　　　料理飲食等消費税              - -              - - - -

計 92,702,000 100.0 91,639,000 100.0 1,063,000 1.2

この円グラフの数値は自動的には更新されないので注意！

平成３０年度当初予算 平成２９年度当初予算

県民税［個人］ 

33.3％ 309億円 

県民税［法人］ 

3.5％  32億円 

県民税［利子割］ 

0.4％  4億円 

事業税［個人］ 

1.1％  10億円 

事業税［法人］ 

  18.6％ 173億円 地方消費税［譲渡割］

15.9％  147億円 

地方消費税［貨物割］ 

4.4％  41億円 

不動産取得税 

1.9％  17億円 

県たばこ税 

1.2％  11億円 

ゴルフ場利用税 

0.3％  3億円 

自動車税 

11.9% 110億円 

自動車取得税等 

  1.5％   14億円 

軽油引取税 

6.0％  56億円 

総 額 

927 

億円 
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28,882 
26,286 26,682 27,534 27,966 28,926 29,236 

31,798 
30,258 30,898 

18,315 

8,508 

11,537 
11,654 11,162 

12,137 
13,814 

15,424 
16,083 

17,292 

1,466 

1,173 

1,083 
945 789 

976 

881 

517 
435 

373 

12,103 

12,005 

11,530 
11,391 11,387 

11,299 

11,180 

11,064 
10,936 

11,002 

13,068 

12,215 

12,269 
12,556 12,938 

14,945 

22,464 

21,875 

20,063 
18,834 

17,679 

15,242 

15,935 
16,003 14,585 

14,670 

15,046 

14,132 

13,864 
14,303 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

百万円 

第３図 県税収入の主要税目別予算額の推移 

個人県民税 法人事業税 県民税利子割 自動車税 地方消費税 その他 
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（２）歳出予算

歳出の内訳は、第３表及び第４図のとおりです。

また、性質別に見ると第４表及び第５図のとおりです。

なお、当初予算における人件費など義務的経費の歳出総額に占める割合の推移は、第５表の
用語解説６

とおりです。

歳 出（５，５３５億円 ）

教育費 ← ・学校教育のため

１，０８４億円 ・スポーツや文化の振興のため

（１９．６％）

商工費及び労働費 ・商工業や中小企業の振興のため

８３７億円（１５．１％） ← ・労働福祉や雇用の安定、改善などのため

民生費及び衛生費 ・高齢者や障害者などの福祉のため

８４２億円（１５．２％） ← ・児童福祉や生活保護のため

・環境衛生や地域医療の充実などのため

土木費 ← ・道路や橋りょうの整備のため

７５２億円（１３．６％） ・河川の整備や砂防事業のため

・都市計画や公園、住宅の整備のため

公債費 ← ・県の借入金を返すため

７１１億円（１２．９％）

警察費 ← ・警察の仕事のため

２８３億円 （５．１％）

農林水産業費 ← ・農業、畜産業、林業、水産業の振興のため

２７６億円 （５．０％）

総務費 ← ・県の将来計画のため ・市町村の振興のため

２６８億円 （４．９％） ・生活や交通の安全を守り、災害を防ぐため

その他

４８２億円 （８．６％） ← ・災害復旧などのため

9



第３表　一般会計款別当初予算額

（歳　出） 　　 （単位：千円、％）

　　　比　　　　較

款 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸　率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

１．議会費 1,204,584 0.2 1,231,250 0.2 ▲ 26,666 ▲ 2.2

２．総務費 26,841,007 4.9 26,158,779 4.6 682,228 2.6

３．民生費 71,836,909 13.0 72,601,693 12.9 ▲ 764,784 ▲ 1.1

４．衛生費 12,386,759 2.2 13,217,925 2.3 ▲ 831,166 ▲ 6.3

５．労働費 1,643,220 0.3 1,292,951 0.2 350,269 27.1

６．農林水産業費 27,581,470 5.0 25,353,174 4.5 2,228,296 8.8

７．商工費 82,035,230 14.8 92,155,754 16.3 ▲ 10,120,524 ▲ 11.0

８．土木費 75,249,162 13.6 74,693,731 13.2 555,431 0.7

９．警察費 28,313,172 5.1 27,156,870 4.8 1,156,302 4.3

10．教育費 108,362,963 19.6 108,581,325 19.2 ▲ 218,362 ▲ 0.2

11．災害復旧費 8,452,801 1.5 7,858,577 1.4 594,224 7.6

12．公債費 71,116,496 12.9 77,688,816 13.8 ▲ 6,572,320 ▲ 8.5

13．諸支出金 38,275,584 6.9 37,336,456 6.6 939,128 2.5

14．予備費 200,000 0.0 200,000 0.0 - 0.0

歳　出　合　計 553,499,357 100.0 565,527,301 100.0 ▲ 12,027,944 ▲ 2.1

平成３０年度当初予算 平成２９年度当初予算

教育費 

19.6% 

1,084億円 

公債費 

12.9% 

711億円 

商工費 

14.8% 

820億円 

土木費 

13.6%  

752億円 

民生費 

13.0% 

718億円 

諸支出金 

6.9% 383億円 

警察費 

5.1%  283億円 

総務費 

4.9%  268億円 

農林水産業費  

5.0%  276億円 

衛生費 

2.2%  124億円   

 

労働費・災害復旧費等 

2.0%  116億円 

歳 出  

5,535 

億円 
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7.6  6.8  5.1  4.9  5.6  4.9  4.7  5.3  4.6  4.9  

10.9  12.1  
12.4  11.8  11.7  12.0  12.1  12.4  12.9  13.0  

1.7  2.4  
2.5  2.2  2.3  1.8  2.1  2.2  2.3  2.2  

5.6  5.2  
4.7  

4.3  4.0  4.6  4.6  
4.6  4.5  5.0  

12.7  
13.9  

14.7  17.1  17.7  17.7  15.5  
15.7  16.3  14.8  

15.0  
13.6  14.0  

15.8  14.1  14.5  
15.7  13.4  13.2  13.6  

5.5  5.5  5.5  
5.0  4.9  5.1  4.8  5.3  4.8  5.1  

21.3  20.5  20.8  
19.3  19.7  19.9  

19.6  19.5  19.2  19.6  

12.9  13.0  13.4  12.6  12.9  12.8  
12.5  12.7  13.8  12.9  

6.8  7.0  6.9  7.0  7.1  6.7  8.4  8.9  8.4  8.9  

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

第４図 歳出予算の目的別構成比率の推移 

総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 商工費 

土木費 警察費 教育費 公債費 その他 
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第４表　一般会計性質別当初予算額

　　 （単位：千円、％）

　　　比　　　　較

区分 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸　率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

１．消費的経費 290,486,255 52.5 293,092,686 51.8 ▲2,606,431 ▲ 0.9

　(1)人件費 140,094,032 25.3 139,679,535 24.7 414,497 0.3

　(2)維持補修、物件費 18,198,738  3.3 17,890,002  3.1 308,736 1.7

　(3)その他 132,193,485 23.9 135,523,149 24.0 ▲3,329,664 ▲ 2.5

２．投資的経費 106,268,183 19.2 102,645,417 18.2 3,622,766 3.5

　(1)普通建設事業 97,815,382  17.7 94,786,840  16.8 3,028,542 3.2

　　　　 補助 64,194,396  11.6 64,596,628  11.4 ▲402,232 ▲ 0.6

　     　単独 20,012,346  3.6 20,975,897  3.7 ▲963,551 ▲ 4.6

         国直轄 13,608,640  2.5 9,214,315   1.7 4,394,325 47.7

  (2)災害復旧事業 8,452,801   1.5 7,858,577   1.4 594,224 7.6

　　     補助 8,112,801   1.5 7,518,577   1.3 594,224 7.9

　　     単独 340,000     0.0 340,000     0.0 - -

         国直轄 -           - -           - - -

  (3)失業対策事業 -           - -           - -   - 

３．公債費 71,067,523  12.8 77,636,561  13.7 ▲6,569,038 ▲ 8.5

４．繰出金 7,456,952   1.4 981,214     0.2 6,475,738 660.0

５．その他 78,220,444  14.1 91,171,423  16.1 ▲12,950,979 ▲ 14.2

計 553,499,357 100.0 565,527,301 100.0 ▲12,027,944 ▲ 2.1

※四捨五入の関係で合計は

一致しないものがあります

この円グラフの数値は自動的には更新されないので注意！

平成２９年度当初予算平成３０年度当初予算

 

義務的経費 

   41.3% 

      2,284億円 

 

 政策的経費 

58.7% 

     3,251億円 

 

人件費 

  25.3% 

    1,401億円 

公債費 

12.8% 

711億円 

扶助費 

3.2%   172億円 

補助費等 

20.8% 

1,149億円 

貸付金 

13.7% 

  760億円 

 

積立金 

0.4% 

21億円 

 

維持補修費・繰出金等 

4.6%    258億円 

 

投資的経費 

19.2%  

1,063億円  

歳 出 

 5,535 

億円 

用語解説 ８ 

用語解説 ７ 

用語解説 ９ 
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1,554 1,527 1,526 1,468 1,434 1,422 1,406 1,412 1,397 1,401 

113 122 125 127 130 149 164 164 164 172 

676 693 726 725 733 726 733 727 776 711  

621 681 
749 934 957 945 857 841 865 

760 

1,082 1,066 
1,055 

1,269 
1,144 1,178 1,246 

1,155 1,026 
1,063 

1,183 
1,256 

1,246 

1,225 
1,274 1,261 

1,466 
1,453 

1,424 
1,428 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

億円 

第５図 性質別一般会計歳出予算の推移 

人件費 扶助費 公債費 貸付金 投資的経費 その他 

【解説】 義務的経費(人件費・扶助費・公債費)については、歳出予算全体の41.3％を占めて
おり、うち人件費は全体の25.3％に及んでいますが、行財政改革の取組として職員数の削減
や給与カットなどを行ってきており、抑制に努めています。 
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第５表　歳出総額に占める義務的経費の割合

　（単位：％）

    区分

人件費 扶助費 公債費 合　計

 年度

３０ 25.3 3.2 12.8 41.3

２９ 24.7 3.0 13.7 41.4

２８ 24.5 2.9 12.6 40.0

２７ 23.9 2.8 12.5 39.2

２６ 25.0 2.6 12.8 40.4

２５ 25.3 2.3 12.9 40.5

２４ 25.6 2.2 12.6 40.4

２３ 28.1 2.3 13.4 43.8

２２ 28.5 2.3 13.0 43.8

２１ 29.7 2.2 12.9 44.8

２０ 31.6 2.2 12.9 46.7

１９ 32.2 2.0 12.5 46.7

１８ 31.7 1.9 11.9 45.5

１７ 32.0 2.3 12.9 47.2

１６ 32.1 2.3 13.3 47.7

１５ 30.4 2.1 13.2 45.7

31.9 2.2 13.8 47.9

１４ 32.7 3.0 14.4 50.1

１３ 31.5 2.8 12.9 47.1

１２ 31.3 2.6 12.6 46.5

１１ 30.6 2.5 11.7 44.8

※平成１５年度下段は、特殊要因である高野龍神スカイラインの無料化に伴う取得経費を
除いて算出した場合の割合です。
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（３）主要施策の内容 

    主要施策について、概要を説明します。 

            （単位：千円） 
 
１. ひとを育む 
 
●未来を拓く子どもを育てる環境づくり 
 

①子どもが心豊かにたくましく育つ環境づくり 

 

(新)在宅育児支援（福祉保健部子ども未来課）                            ２１０,０００ 

多子世帯を育てる世帯を増やすため、第２子以降の０歳児を在宅で育てる家庭を支援 

 
紀州っ子いっぱいサポート（福祉保健部子ども未来課）                                      ５１６,８５５ 

多子世帯を育てる世帯の経済的負担を軽減するため、第３子以降を対象としてきた保育料等の無償化を第２子の一部 

に拡大するとともに、就学前児童の一時預かり等の利用料助成を行う市町村を支援 

 

子ども･子育て支援（福祉保健部子ども未来課）                          ２,９９８,５８５ 

妊娠・出産・子育て等に関する相談にワンストップで対応する体制を県内全域で構築するため、「子育て世代包括支 

援センター」を設置する市町村を支援するとともに、私立の認定こども園や保育所の運営に要する経費の負担、地域 

子ども・子育て支援事業等を実施 

 

こうのとりサポート（福祉保健部健康推進課）                             １２１,０３８ 

不妊に悩む夫婦に対して経済的な負担等を軽減するため、国の特定不妊治療費助成制度を活用して支援するとともに、 

県単独で助成額の上乗せや一般不妊治療費(不育症を含む)への助成等の支援を実施 

 

地域少子化対策強化（福祉保健部子ども未来課）                                          ４,０００ 

結婚や妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てなどに温かい社会づくりを進めるため、地域の実情と課題に応じた少 

子化対策事業を展開する市町村を支援 

 

結婚・子育て応援企業支援（福祉保健部子ども未来課）                                       ３,４４６ 

仕事と家庭を両立しやすい環境づくりを進めるため、「わかやま結婚・子育て応援企業同盟」の参加企業同士が意見 

交換する機会を提供するとともに、参加企業の取組を周知 

 

女性の活躍促進（環境生活部青少年・男女共同参画課）                                        ６,０８８ 

企業等における男女共同参画促進のための意識啓発と女性のキャリアアップを支援するとともに、女性の活躍に積極 

的に取り組む企業・団体を組織化し（女性活躍企業同盟）、企業等における取組を推進 

 

わかやま結婚支援（福祉保健部子ども未来課）                                            ２４,８７０ 

未婚化・晩婚化による少子化の流れを変えるため、県内各地域において出会いの場の創設を促進し、全県的な結婚サ 

ポート体制づくりを推進 

 

小児医療連携緊急措置（福祉保健部医務課）                                            ８,５００ 

東牟婁地域全体の小児救急・小児医療体制の充実を図るため、新宮市立医療センターの小児科医確保を支援 

 

安心して子育てできる医療体制（福祉保健部医務課）                                        ４５,３７３ 

  休日、夜間における小児救急医療の体制整備や小児科医、看護師による電話相談（平成３０年度から相談時間を延長） 

などを実施 
 
 ・  あんしん子育て救急整備 

 ・ 子ども救急相談ダイヤル（♯８０００） 

２５,９９２ 

１９,３８１ 
  

 

乳幼児医療費助成（福祉保健部健康推進課）                                           ７０９,０５７ 

 子育て世帯の経済的負担の軽減等のため、乳幼児医療費の自己負担分への助成を行う市町村を支援 
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保育所施設整備支援（福祉保健部子ども未来課）                                         ４９６,３９４ 

子供を安心して育てることができる環境を整備するため、保育所や認定こども園の整備を支援 
 
 ・  子育て支援特別対策（保育所・認定こども園（保育を実施する部分）等の施設整備） 

 ・ 認定こども園施設整備(幼稚園機能部分等の施設整備) 

１８１,６７３ 

３１４,７２１ 
 

 

介護事業所内保育所支援（福祉保健部長寿社会課）                                         ３３,８００ 

介護事業所における従事者の離職防止及び再就業を促進するため、従業員の乳幼児に対する保育等を行う介護事業所 

内保育所の施設整備・開設準備・運営に要する経費を支援 

 

放課後児童健全育成対策等施設整備（福祉保健部子ども未来課）                                   １４１,５１９ 

子育て支援のための環境整備を図るため、放課後児童クラブ、病児保育施設及び児童館の施設整備を行う市町村を支 

援 

 

保育士人材確保（福祉保健部子ども未来課）                                             ３３,７０７ 

保育士資格の新規取得者の確保、保育士の離職防止、潜在保育士の再就職支援を実施 

 

次世代育成支援関係職員研修（福祉保健部子ども未来課）                                       ３,９１０ 

次代を担う子供の教育、保育に携わる職員の資質向上を図る研修会を開催 

 

子育て支援員養成（福祉保健部子ども未来課）                                            ６,１２８ 

多様な子育てニーズに対応するための担い手確保のため、子育て支援員を養成 

 

和歌山こども食堂支援（福祉保健部子ども未来課）                                          １,０００ 

食事の提供等により子供の居場所づくりを行う団体を支援 

 

子どもの居場所づくり（教育委員会生涯学習課）                                          ２３,０７６ 

放課後等、ひとりで過ごさなければならない子供への学習支援や、大人との交流を実施するための「子どもの居場所」 

を開設する市町村を支援 

 

和歌山県大学生等進学給付金（教育委員会生涯学習課）                                       ７２,２５８ 

意欲と能力が高いにも関わらず経済的な理由により進学を断念することなく安心して学べるよう、低所得世帯の学生 

に対して大学生等進学給付金を支給 

 

(新)わかやま子供の未来応援（福祉保健部子ども未来課）                                      ９,５０８ 

県内における子供の生活実態を把握・分析するために、小学５年生、中学２年生の子供とその保護者、子供や保護者 

の相談・支援に関わる機関の従事者に対してアンケート調査を実施 

 

地域ふれあいルーム推進（教育委員会生涯学習課）                                         １７,６３３ 

放課後や週末等における子供の安全・安心な活動拠点として、地域の方々の参画を得て放課後子ども教室及び土曜日 

等子ども教室を設置する市町村を支援 

 

わかやまひとり親家庭アシスト（福祉保健部子ども未来課）                                     １０,２０５ 

就労時の養育サービスに対する補助を行うとともに、自立に向けた相談体制の強化のため、ひとり親家庭見守り支援 

員を設置し、ひとり親家庭の就労と経済的安定を推進 

 

母子家庭等就業・自立支援（福祉保健部子ども未来課）                                       ２４,８９２ 

ひとり親家庭の親の就業・自立のため、母子家庭等就業・自立支援センターにおいて研修や相談を行うとともに、就 

業に必要な資格習得のための給付金及び入学準備金・就業準備金の貸付を実施 
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きのくにコミュニティスクール推進（教育委員会義務教育課他）                                 ３６,０８５ 

学力の向上やいじめ、不登校など様々な教育課題に取り組むため、地域住民、保護者等が一定の責任と権限をもって 

学校運営に参画するコミュニティスクールを小・中学校及び県立学校に導入 
 
 ・ きのくにコミュニティスクール推進（教育委員会義務教育課） 
・ きのくにコミュニティスクール推進（教育委員会県立学校教育課） 
・ きのくに共育コミュニティ（教育委員会生涯学習課） 

５,４４１ 
１６,７７９   

     １３,８６５   
 

 

リレー式次世代健全育成（環境生活部青少年・男女共同参画課）                                     ７,０６１ 

次代を担う青少年の健全な育成を図るため、子供たちが地域のリーダーとなって子供（後輩）を育てる循環システム 

により、地域における青少年育成体制を活性化 

 

②子どもたち一人一人が志高く未来を創り出す力を育む教育の推進 

 

(新)幼児教育総合プロジェクト（教育委員会義務教育課）                                    １１,２６１ 

幼稚園・保育所・認定こども園の保育内容の充実を図るとともに、幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続に向けた 

取組を推進 

 

きのくに学力向上総合戦略（教育委員会教育センター学びの丘）                                   ２１,４５７ 

児童生徒の学力・学習状況を的確に把握するため、県統一の学習到達度調査を全ての小中学校で実施するとともに、 

小中学校教員の授業力向上につながる研修を開催 

また、若手教員の授業力向上や次代を担う管理職の学校経営力向上を図るため、授業マニュアルの普及や先進地域へ 

の職員派遣を実施 

 

きのくに学力定着フォローアップ（教育委員会教育センター学びの丘）                                １１,２５２ 

優れた教育実践力を持つ退職教員等をアドバイザーとして課題のある学校に派遣し、授業改善など学力向上のための 

取組を支援 

 

国際人育成プロジェクト（教育委員会県立学校教育課）                                      １４２,４７７ 

国際人育成プロジェクト（教育委員会義務教育課）                                         ３０,７１７ 

世界で活躍できる人材（国際人）を育成するため、教員の英語力向上や県立学校における英語教育環境の充実など、 

「実践的な英語力向上」に向けた取組を総合的に推進 

 

学習指導支援員派遣（教育委員会県立学校教育課）                                          １,７３１ 

優れた教育実践力を持つ退職教員等をアドバイザーとして高校へ派遣し、若手教員の学習・進路指導力向上の取組を 

支援 

 

きのくにコミュニティスクール推進（教育委員会義務教育課他）【再掲】                              ３６,０８５ 

学力の向上やいじめ、不登校など様々な教育課題に取り組むため、地域住民、保護者等が一定の責任と権限をもって 

学校運営に参画するコミュニティスクールを小・中学校及び県立学校に導入 
 
 ・ きのくにコミュニティスクール推進（教育委員会義務教育課） 
・ きのくにコミュニティスクール推進（教育委員会県立学校教育課） 
・ きのくに共育コミュニティ（教育委員会生涯学習課） 

５,４４１ 
１６,７７９   

     １３,８６５   
 

 

学校図書館の充実（教育委員会義務教育課）                                            １,８０７ 

「ことばの力」向上プログラム（学校司書の資質能力向上）（教育委員会義務教育課）                    ９００ 

学校図書館の昼休み・放課後の全校開館と児童生徒の読書活動を充実させるシステムを構築するため、図書館ボラン 

ティアや図書館担当教員等に対する研修会などを実施 

 

(新)きのくにＩＣＴ教育（ステップアッププログラム）（商工観光労働部企業振興課）           ５,１２６ 

(新)きのくにＩＣＴ教育（教育委員会県立学校教育課・義務教育課）                               ４９,１０５                                                       

小学校から高校まで体系化したプログラミング教育の教材・指導用資料を開発するとともに、ＩＣＴ人材の育成を強

化するため、中高生のＩＣＴ関連の課外活動を支援 

 

ＩＣＴ活用教育推進プロジェクト（教育委員会総務課）                                     １７２,４６３ 

教員のＩＣＴ活用指導力を向上させるための研修等を実施するとともに、校務用パソコンを整備 
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(新)わかやまふるさと検定（教育委員会義務教育課）                                       ６,５６０ 

ふるさと和歌山についての興味や関心、理解を深めるため、県内の中高生を対象に「わかやま何でも帳」等から出題 

する「わかやまふるさと検定」を実施 

 

(新)挑戦！わかやまの歴史（教育委員会文化遺産課）                                       ６,３４６ 

歴史や文化財に興味を持つ子供たちの知識をさらに深め、郷土の歴史を将来に伝える人材として育成するため、和歌 

山の歴史等に関するクイズ大会の開催や県立博物館にジュニア友の会を創設 

 

不登校等総合対策（教育委員会義務教育課）                                           ３２６,１６４ 

不登校問題等の未然防止、早期発見、早期対応、復帰支援のため、教育相談体制の充実や不登校児童生徒支援員の拡 

充等、有識者会議の提言を反映した施策を推進 

 

和歌山県立医科大学薬学部設置（福祉保健部医務課）                                         ４３６,６６４ 

和歌山県立医科大学に薬学部を設置するため、実施設計等を実施 

 

運動部活動推進（教員の負担軽減に向けた取組）（教育委員会健康体育課）                           ３３,０２０ 

顧問教員が一人で指導している中学校運動部に対して、部活動指導員を派遣することで、より安全かつ効果的な活動 

を確保するとともに、教員の負担を軽減 

 

(新)非常勤講師等配置（スクール・サポート・スタッフ配置分）（教育委員会給与福利課）              ４４,６８３ 

学習指導要領の改訂等により拡大する教員の負担軽減等を図るため、事務的な補助業務などを行うサポートスタッフ 

を配置 

 

南紀・はまゆう支援学校再編整備（教育委員会総務課）                                      ８２,７９２ 

南紀支援学校・はまゆう支援学校の統合に伴い、段階的に新校舎を建設し、安心、安全な学習環境を整備 

 

●みんなが活躍できる社会づくり 
 

①誰もが働きやすく、多様な人生を楽しめる社会づくり 

 

わかやま元気シニア生きがいバンク（福祉保健部長寿社会課）                                    ９,５３７ 

社会参加を希望する高齢者と高齢者を活用したい企業・団体等が登録する「わかやま元気シニア生きがいバンク」を 

通して、両者のマッチングを支援することで、高齢者の活躍できる仕組みを推進 

 

結婚・子育て応援企業支援（福祉保健部子ども未来課）【再掲】                                   ３,４４６ 

仕事と家庭を両立しやすい環境づくりを進めるため、「わかやま結婚・子育て応援企業同盟」の参加企業同士が意見 

交換する機会を提供するとともに、参加企業の取組を周知 

 

女性の活躍促進（環境生活部青少年・男女共同参画課）【再掲】                                    ６,０８８ 

企業等における男女共同参画促進のための意識啓発と女性のキャリアアップを支援するとともに、女性の活躍に積極 

的に取り組む企業・団体を組織化し（女性活躍企業同盟）、企業等における取組を推進 

 

和歌山再就職支援「就活サイクル」プロジェクト（商工観光労働部労働政策課）                        ４６,９８３ 

結婚や出産で離職した女性等の再就職を希望する者を支援するために開設した「再就職支援センター」の運営を行い、 

求人から採用までのスケジュールがわかる和歌山独自の就活サイクルを浸透させ、若年求職者の就職を支援する「ジ 

ョブカフェわかやま」とともに総合的な就職支援策を展開 

 

働く女性支援（商工観光労働部労働政策課）                                             ８,９５０ 

女性等の就業を支援するため、企業における働きやすい雇用環境の整備やテレワークの普及など、地域に根ざした「働 

き方改革」の取組を促進 

 

若者自立支援（環境生活部青少年・男女共同参画課）                                         ３７,２４３ 

ニートなどの若者の自立支援を強化するため、若者総合相談窓口と職業的な自立支援を行う地域若者サポートステー 

ションを一体的に運用し、各地域の若者支援のネットワークを活用した総合的支援を実施 
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男女共同参画センター運営（環境生活部青少年・男女共同参画課）                                  ２８,４９２ 

男女共同参画を促進するため、担い手となる人材の育成や啓発事業を推進するとともに、総合相談等を実施 

 

②共に支え合う地域社会づくり 

 

(新)県民運動推進（ねんりんピック・ふるさと誕生１５０年に向けた県民運動分）（環境生活部県民生活課）４,０４３ 

ねんりんピック、国民文化祭等開催に向けて、来県される方を美しく誇れる和歌山でお出迎えするため、ごみ拾いを 

スポーツやソーシャルネットワーク（ＳＮＳ）と組み合わせることで多くの県民が美化活動に楽しく参加できる仕組 

みを構築 

 

③健康で心豊かにすごせる社会づくり 

 

みんなで実践！健康づくり運動ポイント（福祉保健部健康推進課）                                  ２,９５６ 

生涯にわたり健康を維持するため、楽しく運動習慣の定着を図る仕組みを構築し、地域コミュニティに密着した健康 

づくりを推進 

 

健康長寿わかやま県民運動推進（福祉保健部健康推進課）                                     １０,２４３ 

健康づくり県民運動として県民運動推進大会の開催や健康事業所の認定、医師や保健師等が学校などで健康教育を実 

施するための統一教材作成等を実施 

 

市町村健康増進事業支援（福祉保健部健康推進課）                                         ５６,００２ 

生活習慣病対策を含めた健康増進事業の適切な推進、県民の保健意識の向上及び壮年期からの健康増進を図るため、 

市町村等が実施する各種保健事業に対する助成 

 

健康長寿のための地域･職域連携（福祉保健部健康推進課）                                      １３,１０９ 

健康長寿日本一わかやまを目指すため、地域・職域・教育者が一体となった健康づくり運動を展開し、県民の生涯を 

通じた健康づくりを推進するとともに、地域に根ざした健康づくりを推進するため、健康推進員制度を地域に浸透さ 

せ、県民総参加の健康づくり運動を推進 

 

第３２回全国健康福祉祭和歌山大会開催準備（福祉保健部ねんりんピック推進課）                    １０２,５３２ 

平成３１年度に「第３２回全国健康福祉祭和歌山大会（愛称：ねんりんピック紀の国わかやま２０１９）」を開催す 

るため、各交流大会会場地市町実行委員会や関係諸団体と連携するとともに、開催要領策定等の開催準備を推進 

 

マスターズスポーツ推進（教育委員会スポーツ課）                                         １９,８８４ 

スポーツを核とした「元気な和歌山」を実現するため、「ワールドマスターズゲームズ 2021関西」の開催準備を進め 

るとともに、各スポーツ大会等と連携した「関西マスターズスポーツフェスティバル」を開催 

 

さあ スポーツだ！プロジェクト（教育委員会スポーツ課）                                     ７,７０９ 

生涯にわたってスポーツに親しむ気運を醸成するため、わかやまリレーマラソンの開催やマスターズスポーツ体験会 

を実施 

 

スポーツキャンプ誘致の推進（教育委員会スポーツ課）                                        ５,９８６ 

ラグビーワールドカップ 2019及び東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会の事前キャンプ誘致に向け、海 

外関係者へのＰＲや海外ナショナルチームのキャンプ誘致等を推進 

 

スポーツ好循環の創出（教育委員会スポーツ課・健康体育課）                                   ２８０,０３６ 

紀の国わかやま国体での男女総合優勝で培った本県の高い競技力を今後も維持向上するため、ジュニア・少年強化、 

成年強化、指導者養成、医・科学サポートの４本柱の取組を実施 
    
①  ジュニア育成・少年強化システムの構築 

 ②  成年選手強化への支援 
 ③  優れた指導者の養成・活用システムの構築 
 ④  スポーツ医・科学サポートの内容充実 

１３７,１８７   
９７,９５０   
２０,００９   
２４,８９０   
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和歌山・海プロジェクト（教育委員会健康体育課）                                          ３,２２５ 

海を身近に感じ、海の素晴らしさを知る子供を育成するため、小中学校（特別支援学校を含む）の児童生徒を対象に 

学校や海でのヨット体験を実施 

 

全国高等学校総合体育大会ヨット競技大会開催（教育委員会健康体育課）                              ４６,４７０ 

２０２４年まで和歌山県において固定開催が決定している全国高等学校総合体育大会（インターハイ）ヨット競技大 

会を開催 

 

障害者スポーツ振興（福祉保健部障害福祉課）                                            １９,７６１ 

障害者スポーツの振興、障害者の自立及び社会参加を促進するため、全国障害者スポーツ大会への選手団派遣や各種 

スポーツ大会を開催 

 

国民文化祭準備（企画部文化学術課）                                              １４,７１０ 

第３６回国民文化祭・わかやま２０２１（仮称）の開催に向けて、県実行委員会を設立し、気運醸成を図るためのＰ 

Ｒ活動等を実施 

 

(新)全国障害者芸術・文化祭わかやま大会（仮称）準備（福祉保健部障害福祉課）                        ３,２４５ 

第２１回全国障害者芸術・文化祭わかやま大会（仮称）の開催に向け、実行委員会を設立し、基本構想を策定 

 

全国高等学校総合文化祭開催準備（教育委員会県立学校教育課）                                  １３,２５８ 

第４５回全国高等学校総合文化祭の開催に向けて、大会テーマやイメージソングの公募など気運醸成を図るための活 

動を実施 

 

(新)障害者芸術文化活動推進（福祉保健部障害福祉課）                                      ３,３９５ 

第２１回全国障害者芸術・文化祭わかやま大会（仮称）に向け、障害者作品展や障害福祉施設職員を対象とした芸術 

活動に関する説明会を開催 

 

南葵音楽文庫（県立図書館）                                                  ３７,５１１ 

南葵音楽文庫関連（企画部文化学術課）                                              ７,５３５ 

紀州徳川家ゆかりの南葵音楽文庫を保管・整備するとともに、シンポジウムの開催など、文庫を活用した啓発・普及 

活動を実施 

 

偉人顕彰シンポジウム（企画部文化学術課）                                             ９,９５０ 

和歌山県が誇る先人・偉人の功績を顕彰するためのシンポジウムを開催 

 

(新)特別展｢西行｣（仮題）（県立博物館）                                           ２６,２４９ 

西行法師生誕９００年を記念し、西行ゆかりの文化財からその事績をたどるとともに、故地に残る文化財を集めた特 

別展を開催 

 
 
２. しごとを創る 
 
●県内企業の成長力強化 
 

①中小企業の競争力強化 

 

データ利活用推進（企画部企画総務課）                                             ４４,１４１ 

本県の産学官におけるデータ利活用を推進するため、「和歌山県データ利活用推進センター」を運営するとともに、 

データ利活用に関するシンポジウム等の開催や統計的思考・エビデンスに基づく行政の推進、県民の統計リテラシー 

向上のための取組を実施 
 
・ データ利活用推進（企画部企画総務課） 
・ 統計データ利活用冊子普及（企画部調査統計課） 
・ 学校教育運営管理（データ利活用推進分)（教育委員会県立学校教育課） 

４３,２５４ 
７４９   

     １３８   
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(新)人工知能（ＡＩ）を用いたＳＮＳ情報の収集・分析（企画部企画総務課）                          １０,４５３ 

行政課題の解決や県内企業の競争力強化等のため、ＡＩを用いたＳＮＳ情報の収集・分析を実施 

 

(新)医療・健康情報の統計分析・研究基盤の構築（企画部企画総務課）                               ７,６８７ 

健康寿命延伸等に資する研究を推進するため、先進的な医療・健康情報の統計分析・研究基盤を構築 

 

(新)和歌山ＩｏＴ等導入促進プロジェクト（商工観光労働部産業技術政策課）                            ４,３９８ 

ＩｏＴ等の先端技術を導入し、生産工程の効率化等事業の生産性向上に努める事業者に対し、ＩＴ専門家による支援 

チームを編成し派遣 

 

工業技術センター運営（商工観光労働部工業技術センター）                                     ６２,６５９ 

県内中小企業の支援を行うため、中核施設である「和歌山県工業技術センター」の維持運営を実施 

 

地域産業活性化促進（商工観光労働部工業技術センター）                                      １２３,３５５ 

県内企業の技術力、研究開発力の向上を図るため、地域の中核的研究施設である工業技術センターが総合的な研究開 

発、受託試験、技術相談・指導、技術研修、情報提供等を実施 

 

コア技術確立（商工観光労働部工業技術センター）                                        １３,２２０ 

県内企業のニーズや市場調査等に基づいてテーマ化した今後５～１０年先の県内企業の成長に必要と考えられるコア 

技術の研究開発を推進 

 

(新)パッケージデザイン魅力向上支援（商工観光労働部企業振興課）                                 ９０９ 

消費者の購買意欲をかき立てる重要な要素であるパッケージデザインの魅力向上を図るため、事業者の意識改革を促 

すセミナーを開催 

 

ジェトロ和歌山貿易情報センター設置（商工観光労働部企業振興課）                                １６,０００ 

県内企業の海外ビジネス展開を支援するため、日本貿易振興機構（ジェトロ）和歌山貿易情報センターの運営を支援 

 

中小企業融資制度実施（商工観光労働部商工振興課）                                   ７４,６６３,１７７ 

県内中小企業者の経営安定化や事業活性化を図るため、新規融資枠９００億円を確保し、前向きな投資・創業を支援 

する資金の拡充を行うとともに、依然として厳しい状況にある事業者が利用できる受け皿資金の拡充を実施 

 

わかやま産品魅力再発見（商工観光労働部企業振興課）                                       ７,５００ 

県産品のブランド力向上と販路拡大のため、百貨店との協働により、県産品のブラッシュアップと首都圏での販売促 

進を実施 

 

ｅコマース推進（商工観光労働部商工振興課）                                            １,９５２ 

ＥＣ市場への県内事業者の参入拡大と事業者の競争力強化・売上拡大を目指し、講習会開催などの支援を実施 

 

事業承継サポート（商工観光労働部商工振興課）                                           ７１８ 

後継者確保や資金調達など課題が多岐にわたる事業承継について、円滑な承継が実施できるよう事業承継に係る多角 

的なサポート体制等により経営者を支援 

 

中小企業省エネ対策促進（商工観光労働部産業技術政策課）                                    １５,２６３ 

省エネ診断を受けて、一定の効果が認められる中小企業の省エネ設備の導入を支援 

 

先駆的産業技術研究開発支援（商工観光労働部産業技術政策課）                                  ２１２,０９４ 

新技術創出推進条例を踏まえ、県内企業が自ら有するシーズをもとに、先端的産業分野で国内外に打って出る意欲的 

な研究開発を支援 

 

わかやま中小企業元気ファンド（事業主体(公財)わかやま産業振興財団）                      《４,５００万円程度》 

県内企業が行う地域資源（農林水産物、産地の技術、観光資源）を活用した新商品・サービスの開発や販路開拓事業 

等を支援 
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わかやま農商工連携ファンド（事業主体(公財)わかやま産業振興財団）                        《２,５００万円程度》 

地域経済の中核である農林漁業者と中小企業者が連携し、それぞれの経営資源を有効に活用して行う新商品・新サー 

ビスの開発や販路開拓事業等を支援 

 

和歌山産品販促支援（商工観光労働部企業振興課）                                        ５１,１７４ 

県内企業が持つ優れた商品や技術力を積極的に売り出すため、国内外の著名な展示会への出展や大企業・海外企業と 

の商談会の開催などを支援 

 

和歌山県若手中核人材確保強化（商工観光労働部労働政策課）                            （債務負担 ５０,０００） 

県内の製造業やＩＴ産業の企業が、優秀な理工系・情報系の学生を確保するため、大学等を卒業後、当該企業に３年 

間従事した者に対して奨学金の返還金の一部を助成 

 

成長企業支援（商工観光労働部企業振興課）                                             ４３,９６９ 

地域の中小企業が持つ潜在成長力を発揮させるため、プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、企業のプロ人材確 

保等を支援 

 

ものづくり改善支援（商工観光労働部企業振興課）                                          ８,７３９ 

企業の経営基盤の安定・強化を図り、新事業へのチャレンジを後押しするため、企業の改善すべきポイントを見いだ 

す「ものづくり経営改善インストラクター」を養成し、県内企業に派遣 

 

未来企業育成（商工観光労働部産業技術政策課）                                          １６,６４２ 

新技術の創出を目指す県内中小企業者・小規模企業者による産学官連携の共同研究を支援 

 

優良県産品（プレミア和歌山）振興（商工観光労働部企業振興課）                                  ４６,４１１ 

県産品の販売促進及びブランド化を図るため、優良県産品（プレミア和歌山）の推奨を行うとともに、首都圏でのＰ 

Ｒと販路開拓支援等を実施 

 

サービス産業県外市場開拓支援（商工観光労働部商工振興課）                                     ２,３７４ 

更なる市場拡大を目指し、県外の大消費地へ進出を図るサービス産業事業者を支援 

 

②新たな産業の創出 

 

わかやまスタートアップ創出（商工観光労働部産業技術政策課）                                    ５,０２６  

県内経済の活性化・担い手の裾野拡張のため、県内での創業者を対象に、経営戦略・経営実務など様々な観点からハ 

ンズオン支援等を実施 

 

ＩＣＴ和歌山推進（商工観光労働部企業立地課）                                          ２３,２７６ 

紀南地域へのさらなるＩＴ企業の集積を図るため、新たなＩＴ企業誘致拠点を確保するとともに、誘致企業の人材確 

保を支援 

 

企業立地促進対策（助成・融資分）（商工観光労働部企業立地課）                               １,４８０,６１６ 

あやの台北部用地開発（商工観光労働部企業立地課）                                        １０１,１１８ 

県内への企業立地を促進し、産業の振興や雇用の拡大を図るため、新たに立地する企業や増設を行う企業に対して助 

成及び融資等を実施するとともに、南海電気鉄道（株）、橋本市及び県で共同開発するあやの台北部用地の環境影響 

評価等について、事業主体の橋本市を支援 

 

地域産業活性化促進（商工観光労働部工業技術センター）【再掲】                                 １２３,３５５ 

県内企業の技術力、研究開発力の向上を図るため、地域の中核的研究施設である工業技術センターが総合的な研究開 

発、受託試験、技術相談・指導、技術研修、情報提供等を実施 

 

コア技術確立（商工観光労働部工業技術センター）【再掲】                                    １３,２２０ 

県内企業のニーズや市場調査等に基づいてテーマ化した今後５～１０年先の県内企業の成長に必要と考えられるコア 

技術の研究開発を推進 
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紀の国わかやま戦略的成長力強化分野雇用創造プロジェクト（３Ｄものづくり推進分）（商工観光労働部労働政策課）    

１１,４８０ 

工業技術センターを３Ｄデータを活用した技術習得のできる拠点として活用し、セミナーや講習会を開催することで、 

先端ものづくり技術の必要性を企業に周知 

 

新たな官民連携の推進（商工観光労働部商工観光労働総務課）                                   １９,１０１ 

地域の活性化に資する施設等の整備を促進するため、企業の参入を促す新たな官民連携の仕組み「わかやま版ＰＦＩ」 

を推進するとともに、ＰＰＰ／ＰＦＩに関する情報共有等を行う「官民連携プラットフォーム」を運営 

 

木質バイオマス発電支援対策（商工観光労働部産業技術政策課）                                   １１,５２１ 

木質バイオマス発電所の立地に向けて、林業関係者及び発電事業者に対して燃料調達に要する経費を支援 

 

和歌山ワーケーションプロジェクト（企画部情報政策課）                                      ３,８８８ 

情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した新しい働き方の一つであるワーケーションを加速し、本県がその最適な環境を有 

することを積極的にＰＲするため、家族でのワーケーション体験やフォーラムを実施 

 

③産業を支える人材の育成・確保 

 

(新)きのくにＩＣＴ教育（ステップアッププログラム）（商工観光労働部企業振興課）【再掲】            ５,１２６ 

(新)きのくにＩＣＴ教育（教育委員会県立学校教育課・義務教育課）【再掲】                          ４９,１０５ 

小学校から高校まで体系化したプログラミング教育の教材・指導用資料を開発するとともに、ＩＣＴ人材の育成を強 

化するため、中高生のＩＣＴ関連の課外活動を支援 

 

産業を支える人づくりプロジェクト（商工観光労働部労働政策課）                                  ４０,１４７ 

企業の成長を支える人材確保のため、企業と高校が連携した人材育成の取組と、求人企業と高校生・保護者が一堂に 

会する応募前サマー企業ガイダンスの開催（平成３０年度は、紀南地域においてもガイダンスを開催）により、高校 

生の県内就職を促進するとともに、県外に進学した大学生等のＵＩターン就職を促進 

 

和歌山再就職支援「就活サイクル」プロジェクト（商工観光労働部労働政策課）【再掲】               ４６,９８３ 

結婚や出産で離職した女性等の再就職を希望する者を支援するために開設した「再就職支援センター」の運営を行い、 

求人から採用までのスケジュールがわかる和歌山独自の就活サイクルを浸透させ、若年求職者の就職を支援する「ジ 

ョブカフェわかやま」とともに総合的な就職支援策を展開 

 

働く女性支援（商工観光労働部労働政策課）【再掲】                                          ８,９５０ 

女性等の就業を支援するため、企業における働きやすい雇用環境の整備やテレワークの普及など、地域に根ざした「働 

き方改革」の取組を促進 

 

長期就業体験（教育委員会県立学校教育課）                                              ９００ 

職業系専門学科で学ぶ高校生の地元企業での長期的・継続的な就業体験を実施し、地元就職の魅力を伝え、ふるさと 

を担う人材を育成 

 

就職支援プロジェクト（教育委員会県立学校教育課）                                        ２３,２８７ 

県立高等学校における就職指導を強化するため、就職希望者の多い学校（工業高校を除く）に専門的な知識や経験を 

有する民間企業経験者等を就職指導員として配置 

 

和歌山県若手中核人材確保強化（商工観光労働部労働政策課）【再掲】                    （債務負担 ５０,０００） 

県内の製造業やＩＴ産業の企業が、優秀な理工系・情報系の学生を確保するため、大学等を卒業後、当該企業に３年 

間従事した者に対して奨学金の返還金の一部を助成 

 

産業技術専門学院の機能強化（商工観光労働部労働政策課）                                   １６２,７２７ 

県内産業の発展に寄与し、時代のニーズに対応した人材育成を進めるため、産業技術専門学院の機能を強化 

 

わかやま塾（商工観光労働部企業振興課）                                              ５,５８５ 

将来、和歌山県を支え、世界にはばたくグローバル人材を育成するため、「わかやま塾」を開催 
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●農林水産業の振興 
 

①農業の振興 

 

(新)農業経営発展サポート（農林水産部経営支援課）                                      １０,６００ 

農業経営者の経営発展意欲を高めるセミナー・ワークショップの開催、わかやま農業ＭＢＡ塾の開催及び専門アドバ 

イザー派遣等による総合的な農業経営支援により、強い経営体を育成 

 

６次産業化ネットワーク活動推進（農林水産部農林水産総務課）                                  ２１４,０３４ 

農業経営の多角化を推進するため、６次産業化に取り組む農林漁業者等に対する支援体制を整備するとともに、新商 

品開発・販路開拓の取組や加工・販売施設等の整備を支援 

 

和歌山県農水産物･加工食品輸出促進（農林水産部食品流通課）                                    ２８,２７０ 

海外の展示商談会への出展や百貨店での和歌山フェアの開催、海外市場調査の実施等、海外の販路開拓に向けた取組 

を促進 

 

高級ブランド新構築（農林水産部食品流通課）                                           １５,０００ 

ＪＡとの協働体制により「わかやま産」農産物のブランド力を高める効果的なＰＲ活動を実施するとともに、大手企 

業とのコラボレーションにより県産食材のブランドイメージを全国に発信 

 

「おいしい！健康わかやま」定着ＰＲ戦略（農林水産部食品流通課）                                  ６,８９８ 

イメージキャラクター等の活用により、マスメディア対策を充実し、「わかやま産品」のブランド向上とＰＲ対策を 

強化 

 

国内大型展示会出展（農林水産部食品流通課）                                           ３３,５１８ 

ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡＮ、スーパーマーケット・トレードショー等の国内大型展示商談会や消費者向けイベントへの 

出展参加により、県産農水産物・加工食品等の認知度向上を図るとともに、新たな販路拡大を促進 

 

ロボット・ＩＣＴを活用した“スマート農業”プロジェクト（農林水産部農林水産総務課他）         ４４４,３４８ 

農作業の省力化や農作物の品質向上等のため、ロボットやＩＣＴなど先端機器の導入を支援 
 
 ・ 農林水産業競争力アップ技術開発（農林水産部農林水産総務課） 
・  団体営農業基盤整備促進（農林水産部農業農村整備課） 
・  果樹産地競争力強化総合支援（農林水産部果樹園芸課） 
・ 野菜花き産地総合支援（農林水産部果樹園芸課） 

 ・ 農作物鳥獣害防止総合対策（ＩＣＴわな捕獲対策）(農林水産部果樹園芸課） 

  ５５,５５０   
    ６７,１６７ 

 ９０,１５７ 
２０１,４７４ 
３０,０００  

 

 

農林水産業競争力アップ技術開発（農林水産部農林水産総務課）【再掲】                              ５５,５５０ 

農林水産業の競争力を強化し、生産者の所得向上と地域の活性化を図るため、試験研究機関が総力を挙げて新たな実 

用技術の開発を加速化 

 

団体営農業基盤整備促進（農林水産部農業農村整備課）【再掲】                                  ６７,１６７ 

地域の実情に応じた迅速かつきめ細かな農業基盤の整備により、担い手への農地集積の加速化、生産効率の向上、農 

業競争力の強化を図る市町村を支援 

 

果樹産地競争力強化総合支援（農林水産部果樹園芸課）【再掲】                                   ９０,１５７ 

果樹産地の競争力を強化するため、高品質化、省エネ、流通対策など生産から流通、販売の取組を総合的に支援 

 

みかん厳選出荷促進（農林水産部果樹園芸課）                                            ２１,０００ 

みかんの市場評価を高めるため、品質の劣るみかんを加工用に仕向ける取組を支援 

 

野菜花き産地総合支援（農林水産部果樹園芸課）【再掲】                                     ２０１,４７４ 

野菜花き産地の拡大や活性化を図るため、省エネ、高品質化、低コスト化などに必要な設備導入や消費拡大活動を総 

合的に支援 

 

農作物鳥獣害防止総合対策（農林水産部果樹園芸課）【一部再掲】                                 ４４９,４９８ 

野生鳥獣による農作物被害を減少させるため、捕獲を重点に、防護、育成、環境整備を総合的に推進 
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活かそう、つなごう！わかやまジビエ（農林水産部畜産課）                                    １５,７１３ 

農作物の被害防止を目的に捕獲したイノシシやシカを食肉として利活用するため、わかやまジビエの安全・安心対策 

を進めるとともに、学校給食での利用推進や消費拡大のためのＰＲイベントを実施 

 

学校給食での和歌山産品利用拡大プロジェクト（農林水産部果樹園芸課他）                            ５０,０３５ 

学校給食での県産食材の使用割合を高めるため、県産農水産物の提供やジビエの導入支援、学校給食向けの新規加工 

品の開発等を実施 
 
 ・ 学校給食での和歌山産品利用推進（農林水産部果樹園芸課） 
・  活かそう、つなごう！わかやまジビエ(学校給食分)（農林水産部畜産課）【一部再掲】 
・  水産業振興(学校給食分)（農林水産部水産振興課） 

 ・ 保健体育・給食管理運営(学校給食分)（教育委員会健康体育課） 

  １９,５８３   
    １１,３５２ 

１６,５２０ 
 ２,５８０  

 

 

家畜堆肥利用体制構築（農林水産部畜産課）                                            ２,０５８ 

家畜ふん堆肥を有効活用し、畜産農家の経営安定、畜産環境問題の低減を図るため、地域内堆肥流通システムを構築 

 

農業活性化支援（農林水産部果樹園芸課）                                          １,３５７,６８６ 

農業の活性化を図るため、生産振興施設等の整備を支援 

 

農地流動化支援（農林水産部経営支援課）                                             ７２,２３３ 

農地中間管理機構と各地域の農地活用協議会が連携して実施する農地の流動化に関する事業や農業者が行う遊休農地 

の再生活動等を支援し、担い手への農地集積を促進 

 

グリーンツーリズム推進（農林水産部果樹園芸課）                                          ９,１９６ 

農林水産業と観光を融合したグリーンツーリズムを推進するため、体験・交流施設等の整備や地域による情報発信活 

動などを支援 

 

②林業の振興 

 

補助林道（農林水産部林業振興課）                                               ７５１,７９５ 

地域林業の振興及び山村の総合的な整備を行うため、市町村が実施する林道の新設、改良及び舗装を支援 

 

低コスト林業基盤整備サポート（農林水産部林業振興課）                                      ７６,３５７ 

低コスト作業システム整備（農林水産部林業振興課）                                        ４６,０６２ 

作業道の整備や高性能林業機械の導入、新たな架線集材技術の普及を支援することにより低コスト林業を推進 

 

森林環境保全整備（農林水産部森林整備課）                                           ７６３,８５１ 

健全な森林を造成するため、植栽や育林、間伐などの森林整備を行い、森林機能の回復・増進を図るとともに、持続 

可能な森林経営を促進 

 

(新)森林資源循環利用促進（農林水産部森林整備課）                                      １９７,３１０ 

意欲と能力のある経営体が実施する主伐時の集材と再造林の一貫作業や搬出間伐等に対する支援により、森林資源の 

循環利用を促進 

 

「企業の森」推進（農林水産部森林整備課）                                               ３,１２６ 

企業がＣＳＲ活動として県内で取り組む森林保全活動をサポートするとともに、環境展への参加等により企業等の誘 

致を図り、民間資本を活用した森林づくりを推進 

 

紀州材販路拡大支援（農林水産部林業振興課）                                            １５,３７２ 

紀州材需要拡大対策支援（農林水産部林業振興課）                                        ２５２,８８５ 

公共建築物や住宅への木材利用促進や県外への販路拡大などの取組を支援することにより、紀州材の需要拡大を総合 

的に推進 

 

(新)東京五輪 2020・紀州材ブランドＰＲ（農林水産部林業振興課）                                  １６,１７０ 

東京 2020オリンピック・パラリンピック選手村ビレッジプラザへ紀州材を提供することを通じて、「紀州材ブランド」 

のＰＲを推進 

25



 
 

一般治山（農林水産部森林整備課）                                             １,７８３,９６０ 

豪雨災害等自然災害により荒廃した山地の復旧や、地すべり防止の抑制工の実施及び森林整備による災害に強い森づ 

くりを推進 

 

紀の国森づくり基金活用（農林水産部森林整備課）                                        ４０５,２００ 

紀の国森づくり税を活用し、森林を県民の財産として守り育て次の世代に引き継ぐため、森林整備を積極的に推進す 

るとともに、森林の公有林化、子供達への森林学習及び県民が幅広く参加するための公募事業等を推進 

 

③水産業の振興 

 

水産基盤整備（農林水産部水産振興課）                                             ２７９,３８１ 

水産資源の維持・増大及び漁業操業の効率化を図るため、魚礁設置等の沿岸漁場整備を推進 

 

漁業複合経営グループ創出（農林水産部水産振興課）                                       １１,８９３ 

漁家所得の向上を図るため、漁業者グループの複合経営を支援 

 

水産業振興（担い手対策）（農林水産部水産振興課）                                         ２,２００ 

新規就業・兼業の促進を図るため、就業ガイドブック等の作成や、技術指導者の斡旋などサポート体制を強化 

 

南紀白浜空港を活用した水産物販売促進（農林水産部水産振興課）                                  ２,７４５ 

南紀白浜空港等を活用した首都圏での県産魚の流通促進及びブランドの確立 

 

ブルーツーリズム推進（農林水産部水産振興課）                                                ７,２６７ 

漁村が持つ豊かな観光資源を活用し、漁家所得の向上を図る体験・交流施設の整備等の取組を支援 

 

④農林水産業の担い手の育成・確保 

 

農林大学校（農林水産部経営支援課・林業振興課）                                           ４３,３１３ 

平成２９年に新設したアグリビジネス学科、林業研修部のカリキュラムを充実し、農林業に活力を与え、新たな価値 

を創造する人材の育成を推進 
 
 ・  養成(農林大学校アグリビジネス学科)(農林水産部経営支援課) 
・ 農林大学校林業研修部（農林水産部林業振興課） 
・ 森林・林業雇用総合対策(緑の青年就業準備給付金)（農林水産部林業振興課） 

  １,７２６   
    ２７,８３７ 

１３,７５０  
 

 

(新)農業経営発展サポート（農林水産部経営支援課）【再掲】                                  １０,６００ 

農業経営者の経営発展意欲を高めるセミナー・ワークショップの開催、わかやま農業ＭＢＡ塾の開催及び専門アドバ 

イザー派遣等による総合的な農業経営支援により、強い経営体を育成 

 

６次産業化ネットワーク活動推進（農林水産部農林水産総務課）【再掲】                            ２１４,０３４ 

農業経営の多角化を推進するため、６次産業化に取り組む農林漁業者等に対する支援体制を整備するとともに、新商 

品開発・販路開拓の取組や加工・販売施設等の整備を支援 

 

農業担い手対策（農業次世代人材投資事業）（農林水産部経営支援課）                              ３４９,５０２ 

農業の担い手対策として、青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農前の研修期間及び経営が不安定な 

就農直後に資金を交付 

 

●観光の振興 
 

①和歌山の魅力を磨く 

 

総合的かつ計画的な自転車活用の推進（県土整備部道路政策課・道路保全課・道路建設課）            ５４５,４５０ 

観光振興や地域活性化を図るため、安全で快適なサイクリングロードを整備 
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サイクリングロード利用促進（企画部地域政策課）                                        １４,２５２ 

サイクリング王国わかやま（商工観光労働部観光振興課）                                      １３,０００ 

県内全域で地域の魅力を満喫できる「サイクリング王国わかやま」を全国に発信するため、案内ツールの作成やサイ 

クリストに優しい宿の拡大、サイクリングイベントを実施するとともに、イベント情報や観光情報の発信などプロモ 

ーション活動を展開 

 

ジオパーク推進（環境生活部環境生活総務課）                                          ３４９,９２１ 

南紀熊野ジオパークにおける地質や地形とそれに由来する自然環境や文化資源等の調査や保全、教育や観光振興等の 

環境整備を行うとともに、ユネスコ世界ジオパーク認定に向け、南紀熊野ジオパークセンターの整備や研究活動、教 

育普及活動を支援 

 

県勢活性化企画調整（ＩＲ関連分）（企画部企画総務課）                                    ６９,９８１ 

地域の特性を生かした地方型ＩＲの実現を目指し、関係自治体や経済界等と連携した誘致活動や調査研究を実施 

 

グリーンツーリズム推進（農林水産部果樹園芸課）【再掲】                                      ９,１９６ 

ブルーツーリズム推進（農林水産部水産振興課）【再掲】                                            ７,２６７ 

農林水産業と観光を融合したグリーンツーリズム(ブルーツーリズム)を推進するため、体験・交流施設等の整備や地 

域による情報発信活動などを支援 

 

②和歌山へ招く 

 

「水の国、わかやま。」キャンペーン（商工観光労働部観光振興課）                                ２７,０００ 

「水」をテーマにまだ知られていない「和歌山の魅力」を発信するため、世界遺産をはじめとするブランドと組み合 

わせて売り出すことにより、新たな誘客施策を展開 

 

日本遺産推進（商工観光労働部観光振興課）                                           １０,０００ 

日本遺産「鯨とともに生きる」を活用し、新たな観光資源を創出するとともに、世界遺産の熊野三山や熊野古道、南 

紀熊野ジオパークを絡めた滞在型の周遊ルートを構築 

 

熊野古道周遊拡大（商工観光労働部観光振興課）                                           ３１,６００ 

熊野古道の周遊拡大や滞在時間の延長を図るため、大辺路ルートの受け入れ環境整備や熊野古道沿いの新たな見どこ 

ろを創出 

 

わかやま歴史物語（商工観光労働部観光振興課）                                           ３７,５００ 

神話の時代から近代に至る豊富な歴史・文化を１００の旅モデルとして地域と協働で作成し、和歌山ならではの食・ 

温泉・体験なども含めた「わかやまの歴史の楽しみ方」を提案することにより、新たな客層を開拓し、周遊促進を図 

る施策を展開 

 

わかやま「観光力」推進（商工観光労働部観光振興課）                                       １５４,９０１ 

「和歌山を売り出す」､「和歌山へ招く」､「和歌山でもてなす」を３本柱に、本県の多彩な観光資源を内外に発信し、 

各種プロモーションやコンベンション誘致を積極的に展開 

 

ＦＩＴ（外国人個人観光客）誘客促進（商工観光労働部観光交流課）                                 ３６,０２４ 

国際観光推進（商工観光労働部観光交流課）                                            ６８,１７２ 

外国人観光客の誘致を図るため、東アジア、東南アジア及び欧米豪などをターゲットに、世界的なニュースサイト・ 

ＴＶ番組・旅行ガイドブック等各種メディアを活用しつつ、対象市場の嗜好を踏まえた戦略的なプロモーションを展 

開 

 

教育旅行誘致推進（商工観光労働部観光交流課）                                         １５,８５２ 

将来の来県リピーターとなることが期待できる若年層市場を開拓するため、体験交流型プログラム「ほんまもん体験」 

を活用した教育旅行誘致活動を展開 

 

インバウンド観光戦略（商工観光労働部観光交流課）                                       １９,５１５ 

外国人観光客の長期滞在型周遊観光を促進し、旅行消費額を増やすため、新規市場の開拓や富裕層等をターゲットと 

した誘客活動を展開 
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(新)医療観光調査研究（商工観光労働部観光振興課）                                        ５２２ 

高度医療、健康診断、健康増進等を希望するインバウンドを対象に医療機関等と観光産業との協働による取組を検討 

するため、関係者で構成する研究会を開催 

 

国際便受入機能強化（県土整備部港湾空港振興課）                                          ３８,１８１ 

南紀白浜空港の活性化を図るため、国際便受入機能の強化や、効率的な運営に向けた民間運営の取組を推進 

 

クルーズ客船寄港促進（県土整備部港湾空港振興課）                                       １２,６２５ 

港湾機能の向上（クルーズ客船対応）（県土整備部港湾漁港整備課）                               ２７０,７００ 

大型クルーズ客船を誘致するため、施設改良など受入環境の整備を進めるとともに、誘致活動を推進 

 

③和歌山でもてなす 

 

(新)バス利便性向上促進（企画部総合交通政策課）                                       １３,３３４ 

バス利用者の利便性を向上し、公共交通の利用促進・維持確保を図るため、交通系ＩＣカードの利用を可能とするシ 

ステムやバスロケーションシステムを導入する路線バス事業者を支援 

 

外国人観光客受入環境整備（商工観光労働部観光交流課）                                     １９,３８７ 

急増するＦＩＴ（外国人個人観光客）が、快適・安全に県内を周遊できる環境を整備するため、和歌山県版通訳ガイ 

ドの育成や免税店対策などの取組を実施 

 

観光施設整備補助（商工観光労働部観光交流課）                                         ３０,０００ 

トイレ整備など環境・景観に配慮した観光地整備を進める市町村を支援 

 

インバウンド受入サービス高度化（商工観光労働部観光交流課）                                       ２,７９８ 

外国人観光客が県内を円滑・快適に過ごすための受入環境整備の一環として、多言語電話通訳サービスを導入 

 

インバウンド受入環境高度化（商工観光労働部観光交流課）                                        １０,０００ 

ＦＩＴ（外国人個人観光客）の増加に伴い公共交通機関を利用した移動の利便性を向上させるため、バス停等交通拠 

点における環境整備など受入体制を強化 

 

 

３. いのちを守る 
 

●自然災害への備え 
 

①「災害による犠牲者ゼロ」の実現 

 

平成２９年台風２１号災害からの早期復旧（県土整備部河川課他）                               １,３０９,３８５ 

台風第２１号（平成２９年１０月）等により被災した地域の１日も早い復旧を実現 
 
 ・ 農地災害復旧･農業用施設災害復旧（農林水産部農業農村整備課） 
・ 林道災害復旧（農林水産部林業振興課） 

 ・ 土木施設災害復旧（県土整備部河川課） 

   ３９７,９７３   
１００,７１２ 
８１０,７００  

 

 

住宅耐震化促進（県土整備部建築住宅課）                                                 １５９,２８０ 

大規模地震発生時の住宅倒壊による人的被害を軽減するため、住宅の耐震診断や設計、改修に対する助成を実施する 

とともに、耐震診断済みの方への個別相談や補強計画の提案等を支援 

 

大規模建築物の耐震化促進（県土整備部建築住宅課）                                     ２,９４３,６６０ 

耐震改修促進法の改正を受け、不特定多数の方が利用する大規模建築物等のうち緊急に安全性を高める必要がある避 

難所となる施設等の耐震化を支援 
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津波から“逃げ切る”ための堤防等の整備（県土整備部河川課・港湾漁港整備課）                 ２,２０５,０００                              

東海・東南海・南海３連動地震の津波避難困難地域における居住者の避難時間を確保するため、また、津波避難困難

地域以外の経済被害を抑え、早期の復旧・復興につなげるため、港湾・漁港・河川の堤防等について耐震・耐津波機

能診断を行い、堤防等の嵩上げや耐震化等の整備を実施 
 

・ 河川整備（河川課） 

 ・ 港湾施設整備（港湾漁港整備課） 

 ・ 海岸整備（港湾）（港湾漁港整備課） 

 ・ 海岸整備（海岸）（港湾漁港整備課） 

 ・ 漁港施設整備（港湾漁港整備課） 
 

 

２１０,０００  

５９８,５００  

１３６,５００  

３５７,０００  

９０３,０００  

 

(新)津波・波浪ライブカメラの設置（県土整備部港湾漁港整備課）                                ２１,０００ 

津波や高波浪発生時における沿岸施設の被害状況を的確に把握し、迅速な初動対応を図るため、ライブカメラの設置 

を推進 

 

わかやま防災力パワーアップ（総務部防災企画課）                                        ２００,０００ 

南海トラフ地震等の大規模な災害から県民の命を守るため、市町村が実施する避難・救助・減災等に必要な防災対策 

を総合的に支援 

 

放置艇対策の推進（県土整備部港湾漁港整備課）                                         １９５,３００ 

放置艇“０”大作戦（県土整備部港湾空港振興課）                                             ３８,９５０ 

津波襲来時の流出物における二次被害を低減させるため、プレジャーボート等の係留施設整備を促進するとともに、 

港湾・漁港・海岸等臨海部に存在する放置艇の移動や撤去を実施 

 

災害時避難促進（総務部防災企画課）                                                ５,５２１ 

災害時の避難所開設情報等の通知や家族への避難先の通知機能とともに、避難トレーニング機能等を備えた防災ポー 

タルアプリを運用 

 

避難発令支援情報提供（総務部防災企画課）                                             ３,８８０ 

市町村が避難勧告等の発令の判断を早期かつ的確に行えるよう、(一財)日本気象協会の短長期の降水予測情報をもと 

に気象予測情報を提供 

 

災害時指揮体制の整備（県土整備部県土整備総務課）                                        １５,７６０ 

地震・津波に備え、浸水想定区域内にある海草振興局建設部庁舎の移転・建替を行うとともに、防災機能を充実 

 

総合的な洪水対策の推進（農林水産部農業農村整備課、県土整備部河川課）                       ５,３１８,２４５ 

近年頻発する浸水被害を軽減するため、農地湛水被害対策や河道拡幅、築堤などにより流下能力の向上を図る中小河 

川等の浸水対策を推進 
 
 ・ 国営総合農地防災･和歌山平野地区（農林水産部農業農村整備課） 
 ・ 河川整備･堤防改修（県土整備部河川課） 

  ４７９,８３５   
４,８３８,４１０  

 

 

県営ため池等整備（農林水産部農業農村整備課）                                       １,１９３,４７４ 

老朽化したため池の地震や大雨による破堤等を防ぎ、県民の安全を確保するため、地域の実情に即した整備計画に基 

づき、ため池の全面・部分改修を加速化 

 

県単小規模土地改良（ため池対策促進型）（農林水産部農業農村整備課）                                ４,６６７ 

災害時に下流被害が想定されるため池について、地震時の緊急放流施設と従来の農業用用水施設の兼用となる簡易な 

サイフォン式放流施設を導入し、下流域の安全度を向上させる整備を支援 

 

砂防（土砂災害防止のための基礎調査加速化）（県土整備部砂防課）                             １,３８６,０００ 

土砂災害のおそれがある区域の調査を加速し、土砂災害警戒区域等の早期指定を推進することにより、住民の警戒避 

難を支援 
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土砂災害対策の推進（県土整備部砂防課）                                           ４,９０４,４５８ 

土砂災害から県民の生命・財産を守るため、砂防関係施設の整備による土砂災害対策を効率的・効果的に実施 
    

・  砂防 

・  地すべり対策 

・ 急傾斜地崩壊対策 

・ 基礎調査【再掲】 

・ 小規模土砂災害対策 

・ 砂防修繕、砂防調査 

・ 総合土砂災害対策情報システム(システム運用分) 

１,０２２,４０８   

５９８,５００   

１,３１２,５００   

１,３８６,０００   

３３８,５００   

２２１,５５０ 

２５,０００ 
 

 

大規模土砂災害対策研究啓発推進（県土整備部砂防課）                                        ８,６０８ 

和歌山県土砂災害啓発センターにおいて、国と協働して大規模土砂災害に関する調査・研究活動を推進するとともに、 

その研究成果や過去の土砂災害に関する教訓を広く啓発 

 

②発生直後の迅速な救助体制と早期復旧体制の確保 

 

災害に備えた道路網の強靱化（県土整備部道路局）                                     ２９,９９９,９８７ 

大規模災害時の迅速な救助・救援活動に不可欠な高速道路等の整備促進や高速道路を補完する幹線ネットワーク道路 

を重点的に整備するとともに、橋梁の耐震化や法面強化、橋梁等の老朽化対策を推進 
 

 ・ 高速道路ネットワーク等の整備（道路政策課） 
 
 ・ 高速道路を補完する幹線ネットワーク道路の整備（道路建設課） 

(1)幹線道路網の整備 
        (2)府県間道路、ＩＣアクセス道路の整備 
 
 ・ 緊急輸送道路等の通行確保（道路保全課） 
        (1)橋梁の耐震化 
    (2)地震・風水害等に対する法面強化 
 
 ・ 橋梁等の老朽化対策（道路保全課） 
 

  
５,７８５,８００  

 
２１,５１１,２５０  
１１,５３５,５００  
９,９７５,７５０   

 
１,１４４,０８０  

８３０,７７５  
３１３,３０５  

 
１,５５８,８５７  

 

(新)津波・波浪ライブカメラの設置（県土整備部港湾漁港整備課）【再掲】                            ２１,０００ 

津波や高波浪発生時における沿岸施設の被害状況を的確に把握し、迅速な初動対応を図るため、ライブカメラの設置 

を推進 

 

(新)防災ヘリコプター運営（総務部災害対策課）                      （債務負担 ２,８２８,９８７） 

平成８年３月の運航開始後、２２年が経過した防災ヘリコプターを更新（２０２０年度に機体納入予定） 

 

(新)航空隊活動（後継機分）（警察本部）                                          ２０９,４８１ 

                                                      （債務負担 ３５２,３７２） 

警察庁から導入されるヘリコプターの後継機運行に必要な資機材の整備と操縦士等の訓練を実施 

 

県民の命を守る水の確保（環境生活部食品・生活衛生課）                       ３２,５００ 

地震発生時に、県民の命を守るために必要な水道水を確保するため、耐震性のある配水池に緊急遮断弁（揺れを感知 

して水の流出を防ぐ装置）を設置する市町村を支援 

 

災害救助･災害救援（災害救助物資備蓄）（福祉保健部福祉保健総務課）                ３７,６８５ 

大規模災害発生直後に避難所等で必要となる食料等の災害救助物資を計画的に備蓄 

 

(新)「世界津波の日」高校生サミット（企画部国際課）                       ５０,０００ 

「世界津波の日」啓発イベントとして、地震津波等の災害から生命・財産を守る次世代リーダーの育成を図るため、 

世界各国の高校生を対象に「世界津波の日」高校生サミットを開催 

 

(新)学校を守る 地域を守る 防災リーダー育成（教育委員会健康体育課）               ８,４０９ 

地域の防災活動や災害時の支援活動において、自ら適切な役割を担い、判断し行動できる高校生や教職員の育成を強 

化 
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避難所運営リーダー養成講座（総務部防災企画課）                             ７４８ 

大規模災害時の避難所運営を円滑にするため、市町村職員及び自主防災組織の代表者等を対象に避難所運営ゲームや 

講義を実施 

 

出張！減災教室（総務部危機管理・消防課）                              ２２,５７２ 

学校や地域のイベント等で、防災・減災に関する基礎的な講義を行うとともに、家具固定に関する講座や実習、地震 

体験車の活用等による体験型学習を実施 

 

③県民生活の早期再建と地域のより良い復興 

 

わかやま防災力パワーアップ（総務部防災企画課）【再掲】                     ２００,０００ 

津波災害から迅速に復興するため、被災後のまちづくりを想定した復興計画の策定に着手する市町を支援 

 

●医療の充実と健康の維持 
 

①命を守る医療の充実 

 

救急医療対策（福祉保健部医務課）                                 ６３１,２９７ 

救急医療体制の確保と充実を図るため、ドクターヘリの運航及び救命救急センターの運営等を支援するとともに、救 

急医療情報センターを運営 

 

遠隔医療推進（福祉保健部医務課）                                １５,２２１ 

現在、医大と公的病院で実施している遠隔医療支援システムをへき地診療所等にも拡大し、診療所医師への支援体制 

を構築するとともに、遠隔の専門医が治療への助言等を行うことで不要不急の転送を防止するための遠隔救急支援体 

制を整備 

 

出産できる環境を堅持するための産科医師支援（産科医の確保）（福祉保健部医務課）         ２７,９７０                         

産科医師確保のため、県内公的病院の産科医療に新たに貢献する医師に対し研修・研究資金を貸与 

 

特定診療科医師確保対策（福祉保健部医務課）                            ７,７７０ 

医師の診療科偏在を解消するため、小児科、精神科、救急科を専攻した県立医科大学県民医療枠卒業医師への返還免 

除付き研修資金の貸与を行うとともに、県外から新たに赴任する精神科医師を対象とした研究資金貸与制度を創設 

 

和歌山県立医科大学薬学部設置（福祉保健部医務課）【再掲】                      ４３６,６６４ 

和歌山県立医科大学に薬学部を設置するため、実施設計等を実施 

 

へき地医療対策（福祉保健部医務課）                               １３８,４２８ 

無医地区等医療機関を利用することが困難な地域において必要な医療提供体制を確保・充実するため、へき地診療所 

の運営や設備整備等を支援 

 

地域医療推進施設設備等整備（福祉保健部医務課）                          ２１４,８０４ 

医療施設の療養環境改善、診療機能の強化のために行う施設設備等の整備を行うとともに、有床診療所等におけるス 

プリンクラー等の設置などを支援 

 

安心して出産できる医療体制づくり（福祉保健部医務課）                       ５１,４５４ 

子供を安心して産み育てる環境を整備するため、総合周産期母子医療センター（県立医大附属病院）及び地域周産期 

母子医療センター(紀南病院)の運営等を支援 

 

精神科救急医療体制整備（福祉保健部障害福祉課）                           ５４,２６６ 

夜間・休日等に、緊急に精神科医療を必要とする方に対して、受診可能な病院等の紹介・調整や医療提供体制及び搬 

送体制を確保 

 

がん対策推進（福祉保健部健康推進課）                               ６７,３４６ 

がん診療連携拠点病院等の活動支援や、がん検診未受診者対策として効果的な個別受診勧奨を行うとともに、胃がん 

予防対策としてのピロリ菌検査や肺がん対策としての低線量ＣＴ検診の実施等、総合的ながん対策を推進 
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がん検診体制強化（福祉保健部健康推進課）                              ６,６８４ 

市町村が実施するがん検診の質の向上を図るため、実施状況に関する分析・評価・公表を行うとともに、医師・放射 

線技師など検診に携わる医療関係者に対して研修を実施 

 

がん検診･健康診査機器整備（福祉保健部健康推進課）                       １６４,９４３ 

がん検診の充実を図り早期発見・早期治療を推進するため、検診車等を計画的に更新 

 

がん先進医療支援（福祉保健部健康推進課）                              ７,８７５ 

寄附金を活用して、高額な治療費を伴う先進医療の治療を受けることができないがん患者を支援 

 

在宅難病患者療養支援（福祉保健部健康推進課）                             ８,７４０ 

在宅で療養する難病患者・家族の体力的、心理的負担を軽減するため、在宅難病患者の一時入院を支援 

 

難病対策（福祉保健部健康推進課）                                １,４９３,８６６ 

難病患者やその家族の安定した療養生活を確保するため、難病治療に係る医療費に対して支援するとともに、相談支 

援等機関として「難病・子ども保健相談支援センター」を運営 
  
 ・ 難病対策 

 ・ 母子保健医療費助成 

 ・ 難病・子ども保健相談支援センター運営 

１,３７８,４１８   

１１２,７７８   

２,６７０   
 

 

肝炎対策（福祉保健部健康推進課）                                １５１,３４７ 

肝疾患診療ネットワークを構築し、地域における肝炎対策の充実を図るとともに、ウイルス性肝炎患者が肝硬変・肝 

がんへ進行しないよう、インターフェロンフリー等の治療を行う場合の負担軽減を実施 

 

(新)国民健康保険制度の安定的な運営（福祉保健部国民健康保険課）              １０４,９１１,２０９ 

平成３０年度から都道府県が財政運営の責任主体となることに伴い、特別会計を設置し、持続可能な国民健康保険制 

度を確立 

 

②医療提供体制の再編・充実 

 

病床機能の分化･連携のための体制整備（福祉保健部医務課）                     ６０３,０８０ 

地域医療構想の実現に向けた病床機能の分化・連携を進めるため、病床の機能転換等を行う医療機関に対し、施設改 

修及び設備整備を支援 

 

わかやま在宅医療推進安心ネットワーク促進（福祉保健部医務課）                    ３８,１００ 

在宅医療を推進するため、病院・診療所に対して訪問診療・往診を実施するための医療機器購入の支援を行うととも 

に、患者が在宅療養を安心して継続するため、入院初期から患者に対して退院支援を実施する看護師を養成するため 

の研修を実施 

 

地域医療介護総合確保基金（福祉保健部医務課）                         １,１８４,３５２ 

医療・介護サービスの提供体制改革のための財政支援制度として造成した地域医療介護総合確保基金へ必要額を積立 

 

薬物乱用対策（福祉保健部薬務課）                                  ６,８０８ 

危険ドラッグの乱用を防止するための規制及び青少年に対する予防啓発並びにその他麻薬・覚醒剤・大麻等の乱用防 

止の啓発を実施 

 

③医療人材の育成・確保 

 

和歌山県立医科大学薬学部設置（福祉保健部医務課）【再掲】                      ４３６,６６４ 

和歌山県立医科大学に薬学部を設置するため、実施設計等を実施 

 

特定診療科医師確保対策（福祉保健部医務課）【再掲】                        ７,７７０ 

医師の診療科偏在を解消するため、小児科、精神科、救急科を専攻した県立医科大学県民医療枠卒業医師への返還免 

除付き研修資金の貸与を行うとともに、県外から新たに赴任する精神科医師を対象とした研究資金貸与制度を創設 

 

32



 
 

小児医療連携緊急措置（福祉保健部医務課）【再掲】                         ８,５００ 

東牟婁地域全体の小児救急・小児医療体制の充実を図るため、新宮市立医療センターの小児科医確保を支援 

 

緊急時医師派遣・若手医師支援（福祉保健部医務課）                         ４０,０００ 

緊急時の医師派遣体制を整備するとともに、地域の公立病院等へ指導医を派遣し、若手医師のキャリア形成を支援 

 

地域医療支援センター運営（福祉保健部医務課）                           ５２,８５１ 

地域における医療体制を確保するため、県立医科大学に地域医療支援センターを設置し、若手医師のキャリア形成や 

研修体制の整備、地域医療に従事する医師の支援等を実施 

 

医師確保修学資金（福祉保健部医務課）                               １３７,４００ 

将来へき地医療等に従事しようとする県立医科大学医学部の地域医療枠学生と、近畿大学医学部の和歌山県地域枠学 

生に対し修学資金を貸与 

 

出産できる環境を堅持するための産科医師支援（産科医の確保）（福祉保健部医務課）【再掲】     ２７,９７０                         

産科医師確保のため、県内公的病院の産科医療に新たに貢献する医師に対し研修・研究資金を貸与 

 

医師確保対策（福祉保健部医務課）                                   ５,１１６ 

県内の地域医療を担う医師や臨床研修医を確保するため、県内臨床研修病院による合同説明会の開催等のＰＲを実施 

 

地域包括ケアシステムを支える看護職員の育成支援（福祉保健部医務課）                 ３,１７８ 

地域包括ケアシステムの構築に向け在宅医療に従事する看護師等の資質向上を図るため、特定行為研修の受講支援な 

どを実施 

 

ナースセンター（福祉保健部医務課）                                 １２,０３１ 

看護職員の就業・再就業促進、離職防止対策など、確保対策の拠点となる和歌山県ナースセンターを運営 

 

看護職員充足対策（福祉保健部医務課）                               ３３,６１９ 

看護職員の確保充実を図るため、県内定着、離職防止対策等を促進 

 

④健康づくりの推進 

 

みんなで実践！健康づくり運動ポイント（福祉保健部健康推進課）【再掲】               ２,９５６ 

生涯にわたり健康を維持するため、楽しく運動習慣の定着を図る仕組みを構築し、地域コミュニティに密着した健康 

づくりを推進 

 

健康長寿わかやま県民運動推進（福祉保健部健康推進課）【再掲】                  １０,２４３ 

健康づくり県民運動として県民運動推進大会の開催や健康事業所の認定、医師や保健師等が学校などで健康教育を実 

施するための統一教材作成等を実施 

 

市町村健康増進事業支援（福祉保健部健康推進課）【再掲】                      ５６,００２ 

生活習慣病対策を含めた健康増進事業の適切な推進、県民の保健意識の向上及び壮年期からの健康増進を図るため、 

市町村等が実施する各種保健事業に対する助成 

 

健康長寿のための地域･職域連携（福祉保健部健康推進課）【再掲】                   １３,１０９ 

健康長寿日本一わかやまを目指すため、地域・職域・教育者が一体となった健康づくり運動を展開し、県民の生涯を 

通じた健康づくりを推進するとともに、地域に根ざした健康づくりを推進するため、健康推進員制度を地域に浸透さ 

せ、県民総参加の健康づくり運動を推進 

 

(新)医療・健康情報の統計分析・研究基盤の構築（企画部企画総務課）【再掲】             ７,６８７ 

健康寿命延伸等に資する研究を推進するため、先進的な医療・健康情報の統計分析・研究基盤を構築 
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●安全な社会の実現 
 

①治安・交通安全の向上 

 

(新)鑑定基盤の確保（警察本部）                                  ２１,８７９ 

刑法犯の検挙率向上に有効とされるＤＮＡ型鑑定の基盤を強化するため、施設の改修等を実施 

 

(新)客観証拠の収集を踏まえた検挙力の強化（警察本部）                       ８０,１４０ 

被疑者を迅速かつ的確に検挙するため、通信指令システムなど捜査支援機器を強化 

 

(新)サイバー補導の強化（警察本部）                                ２,７７３ 

全国的に深刻化している子供のインターネットを介した犯罪被害を防止するため、サイバー空間におけるパトロール 

態勢を強化 

 

青少年ネット安全・安心のための環境整備（環境生活部青少年・男女共同参画課）           １０,６２６ 

青少年が安心して安全にインターネットを利用できる環境を整備するため、ネット依存の防止及び情報モラル教育を 

行う教員を養成するとともに、ネットパトロールによる有害情報対策やＬＩＮＥを活用したネット相談窓口の開設等 

を実施 

 

(新)緊急事態対処能力の強化（銃器対策分）（警察本部）                      ２７,７７９ 

拳銃使用等の凶悪事案に対応するため、銃器対策の装備品を増強 

 

歩道整備の加速化（県土整備部道路保全課）                           ２,４２９,４７６ 

自動車や二輪車の交通量が多く危険な箇所を歩行者が安心して歩けるように、歩道整備を計画的かつ効率的に推進 

 

交通安全推進（自転車保険の加入促進分）（環境生活部県民生活課）                  ２,２１９ 

自転車事故による高額賠償から県民を守るため、各種運動や広報啓発を実施することで、自転車保険の加入を促進 

 

きのくに防犯カメラ設置補助（環境生活部県民生活課）                        １９,４２９ 

地域の防犯環境整備や見守り活動支援のため、防犯カメラを購入・設置する市町村を支援 

 
 
４. くらしやすさを高める 
 

●快適な生活環境の実現 
 

①良好な生活空間づくり 

 

浄化槽設置整備（県土整備部下水道課）                              ３５４,７０７ 

合併処理浄化槽の設置支援を充実（平成３０年度から補助対象に転換時の配管設備を追加）し、生活排水対策をさら 

に強化することにより公共用水域の水質保全を推進 

 

汚泥減容化実証実験（県土整備部下水道課）                            ５５,２９０ 

下水汚泥の処分コスト削減を目指し、那賀浄化センターでパイル担体を利用した汚泥減容化実証実験を実施 

 

ＰＭ２．５常時監視体制強化（環境生活部環境管理課）                         ６,１２４ 

大気常時監視システムを用いて微小粒子状物質（ＰＭ２．５）等の大気汚染物質を監視するとともに、監視結果をホ 

ームページやメールにより情報提供 

 

不幸な猫をなくすプロジェクト（環境生活部食品･生活衛生課）                    １５,１０５ 

殺処分される不幸な猫や野良猫による生活環境被害の減少を図るため、地域猫対策を推進するとともに、新たな飼い 

主への譲渡を促進 
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②循環型社会の構築 

 

(新)県民運動推進（ねんりんピック・ふるさと誕生１５０年に向けた県民運動分）（環境生活部県民生活課）【再掲】  

４,０４３ 

ねんりんピック、国民文化祭等開催に向けて、来県される方を美しく誇れる和歌山でお出迎えするため、ごみ拾いを 

スポーツやソーシャルネットワーク（ＳＮＳ）と組み合わせることで多くの県民が美化活動に楽しく参加できる仕組 

みを構築 

 

わかやま こどもエコチャレンジ（環境生活部環境生活総務課）                     １,２７５ 

子供を家庭でのエコ活動の率先者として、夏休み期間中に家族と一緒に楽しみながらエコ活動に取り組むことで一人 

ひとりの環境意識の向上を促進 

 

ＰＣＢ廃棄物処理対策推進（環境生活部循環型社会推進課）                      ６５,０８１ 

県が保有するＰＣＢ安定器について、早期かつ適正に処理を実施 

 

③消費者の安全確保 

 

消費生活センター運営（環境生活部県民生活課）                           ３３,４１８ 

消費者安全サポート（環境生活部県民生活課）                            ５９,２００ 

消費生活センター及び同紀南支所において、消費者相談や教育啓発等で消費生活を総合的に支援し、県・市町村の相 

談窓口の機能強化や相談員の養成を実施するとともに、消費者教育を推進 

 

食品の安全確保の推進（環境生活部食品・生活衛生課）                        ２４,１３９ 

県民に安全な食品等が提供されるよう、ＨＡＣＣＰ制度導入による衛生管理水準の向上を図るとともに、食品関係事 

業所での適正な食品表示推進者の育成や健康食品の成分分析、食品の残留農薬等の検査など安全対策を実施 
  
 ・ ＨＡＣＣＰ導入推進 
 ・ 食品の安全確保推進プロジェクト 
 ・ 食品表示適正化推進 
 ・ いわゆる健康食品の安全対策 
 ・ 食品等安全確保対策 

２,０９９  
２,１７８  
３,４７３  
２,５０９  

１３,８８０ 
  

 

●支え合う福祉の充実 
 

①高齢者福祉の推進 

 

老人福祉施設整備（福祉保健部長寿社会課）                            ５１６,１９４ 

特別養護老人ホーム等を整備するとともに、認知症高齢者グループホーム等の地域密着型施設の整備を推進する市町 

村を支援 

 

自立支援型ケアマネジメント推進（福祉保健部長寿社会課）                     １３,９７７ 

運動機能が低下し支援が必要となった高齢者を再び自立した生活に戻すことを目指す自立支援型ケアを普及させるた 

め、地域ケア個別会議を開催する市町村の支援等を実施 

 

認知症対策総合推進（福祉保健部長寿社会課）                            ２０,７９３ 

認知症の人とその家族に対するサポート体制を整備するため、電話相談窓口の設置や地域のかかりつけ医への研修等 

を実施するとともに、地域で認知症疾患医療センターを指定し、専門医療相談や介護関係者との連携・調整等を実施 

 

若年性認知症対策支援（福祉保健部長寿社会課）                           ３,２６６ 

６５歳未満で発症した若年性認知症の患者やその家族を支援するため、若年性認知症支援コーディネーターを配置す 

るなど相談体制等を強化・充実 

 

わかやま元気シニア生きがいバンク（福祉保健部長寿社会課）【再掲】                 ９,５３７ 

社会参加を希望する高齢者と高齢者を活用したい企業・団体等が登録する「わかやま元気シニア生きがいバンク」を 

通して、両者のマッチングを支援することで、高齢者の活躍できる仕組みを推進 
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わかやまシニアのちから活用推進（福祉保健部長寿社会課）                       ４,５０４ 

元気な高齢者がこれまで培った経験や知識を活かし、地域や社会のニーズに応じた活動の担い手として活躍できる仕 

組みを推進する市町村拠点の設置と地域で不足している生活支援等の支え合い活動を有償ボランティアとして創出す 

ることに対し補助 

 

地域見守り協力員制度（福祉保健部長寿社会課）                           １３,６５０ 

地域の困っている高齢者等を支えるため、地域で見守り活動を行う「地域見守り協力員」制度を推進 

 

みんなで実践！健康づくり運動ポイント（福祉保健部健康推進課）【再掲】               ２,９５６ 

生涯にわたり健康を維持するため、楽しく運動習慣の定着を図る仕組みを構築し、地域コミュニティに密着した健康 

づくりを推進 

 

健康長寿わかやま県民運動推進（福祉保健部健康推進課）【再掲】                  １０,２４３ 

健康づくり県民運動として県民運動推進大会の開催や健康事業所の認定、医師や保健師等が学校などで健康教育を実 

施するための統一教材作成等を実施 

 

健康長寿のための地域･職域連携（福祉保健部健康推進課）【再掲】                   １３,１０９ 

健康長寿日本一わかやまを目指すため、地域・職域・教育者が一体となった健康づくり運動を展開し、県民の生涯を 

通じた健康づくりを推進するとともに、地域に根ざした健康づくりを推進するため、健康推進員制度を地域に浸透さ 

せ、県民総参加の健康づくり運動を推進 

 

第３２回全国健康福祉祭和歌山大会開催準備（福祉保健部ねんりんピック推進課）【再掲】      １０２,５３２ 

平成３１年度に「第３２回全国健康福祉祭和歌山大会（愛称：ねんりんピック紀の国わかやま２０１９）」を開催す 

るため、各交流大会会場地市町実行委員会や関係諸団体と連携するとともに、開催要領策定等の開催準備を推進 

 

②障害者福祉の推進 

 

障害者の社会参加促進（福祉保健部障害福祉課）                            １７,８２３ 

障害者の自立や社会参加を促進するため、手話の普及推進や各種生活訓練、身体障害者補助犬の給付などを実施 
    
・ 障害者社会参加促進 
・ 身体障害者補助犬給付 

１５,８７９     
１,９４４ 

 

 

和歌山県視聴覚障害者情報提供施設維持管理運営委託（福祉保健部障害福祉課）              ７４,８６０ 

視聴覚障害者の自立と社会参加の促進を図るため、点字図書館・聴覚障害者情報センターの維持管理運営を委託 

 

あいサポート運動推進（福祉保健部障害福祉課）                            ３,０９２ 

県民が様々な障害の特性や障害のある人が困っていることを理解し、日常生活で見守りやサポートを実践する「あい 

サポート運動」を推進し、障害のある人もない人もともに地域で暮らせる共生社会を実現 

 

チャレンジド工賃水準倍増（福祉保健部障害福祉課）                         １５,６０９ 

チャレンジド就労サポート（福祉保健部障害福祉課）                          ９,１６４ 

障害者就労支援施設等の工賃アップ及び安定的な仕事の確保のため、販路拡大・受注促進等のコーディネート等を行 

うとともに、一般就労を目指す障害者のインターンシップ支援や介護職員初任者養成研修などを実施 

 

障害者就業･生活支援センター運営（福祉保健部障害福祉課）                      ３２,９６３ 

障害者に対し就業面と生活面の一体的な支援を行うため、県内７箇所に障害者就業・生活支援センターを設置 

 

障害者支援施設整備（福祉保健部障害福祉課）                           ３３３,４９０ 

障害福祉サービスの充実を図るため、障害福祉圏域で不足しているサービス事業所の整備及び既存施設の老朽化に伴 

う建替整備等を支援 

 

グループホーム充実支援（福祉保健部障害福祉課）                           ２２,６４８ 

障害者の地域への移行を促進するため、グループホームの整備に対し助成するとともに、支援者(世話人等)への研修 

を実施することにより適切な支援体制を確保 
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発達障害者支援体制整備（福祉保健部障害福祉課）                          ２８,７８０ 

発達障害児者やその家族の方を支援するために発達障害者支援センター（ポラリス）を設置し、専門家による様々な 

支援が受けられる体制を整備 

 

発達障害者地域支援機能強化（福祉保健部障害福祉課）                         ４,３１１ 

発達障害者やその家族の方を支援するため、発達障害者支援センター（ポラリス）に発達障害者地域支援マネージャ 

ーを配置し、市町村職員に対しＯＪＴを実施することで市町村の支援体制を強化 

 

重症心身障害児者等在宅医療等連携体制整備（福祉保健部障害福祉課）                 ２８,８３６ 

医療依存度が高い重症心身障害児者が安心して在宅で生活できるように、医療面を含めたチームケアの調整や関係者 

による連携会議等の実施により在宅医療支援体制を推進 

 

精神障害者地域生活支援体制整備（福祉保健部障害福祉課）                       １１,１１４ 

精神障害者の退院促進による地域移行と地域定着を支援するとともに、治療中断等により医療機関を受診していない 

在宅精神障害者に対し医師や精神保健福祉士等の多職種チームによる訪問等を実施 

 

発達障害支援者養成（福祉保健部障害福祉課）                               ７２０ 

身近な地域で発達障害児者やその家族に対して相談・支援するペアレントメンターを養成し、発達障害にかかる支援 

体制を強化 

 

(新)障害者芸術文化活動推進（福祉保健部障害福祉課）【再掲】                    ３,３９５ 

第２１回全国障害者芸術・文化祭わかやま大会（仮称）に向け、障害者作品展や障害福祉施設職員を対象とした芸術 

活動に関する説明会を開催 

 

(新)全国障害者芸術・文化祭わかやま大会（仮称）準備（福祉保健部障害福祉課）【再掲】         ３,２４５ 

第２１回全国障害者芸術・文化祭わかやま大会（仮称）開催に向け、実行委員会を設立し、基本構想を策定 

 

障害者スポーツ振興（福祉保健部障害福祉課）【再掲】                         １９,７６１ 

障害者スポーツの振興、障害者の自立及び社会参加を促進するため、全国障害者スポーツ大会への選手団派遣や各 

種スポーツ大会を開催 

 

③困難を抱える家庭等へのきめ細やかな対応と自立支援 

 

和歌山こども食堂支援（福祉保健部子ども未来課）【再掲】                       １,０００ 

食事の提供等により子供の居場所づくりを行う団体を支援 

 

子どもの居場所づくり（教育委員会生涯学習課）【再掲】                       ２３,０７６ 

放課後等、ひとりで過ごさなければならない子供への学習支援や、大人との交流を実施するための「子どもの居場所」 

を開設する市町村を支援 

 

和歌山県大学生等進学給付金（教育委員会生涯学習課）【再掲】                    ７２,２５８ 

意欲と能力が高いにも関わらず経済的な理由により進学を断念することなく安心して学べるよう、低所得世帯の学生 

に対して大学生等進学給付金を支給 

 

(新)わかやま子供の未来応援（福祉保健部子ども未来課）【再掲】                    ９,５０８ 

県内における子供の生活実態を把握・分析するために、小学５年生、中学２年生の子供とその保護者、子供や保護者 

の相談・支援に関わる機関の従事者に対してアンケート調査を実施 

 

地域ふれあいルーム推進（教育委員会生涯学習課）【再掲】                      １７,６３３ 

放課後や週末等における子供の安全・安心な活動拠点として、地域の方々の参画を得て放課後子ども教室及び土曜日 

等子ども教室を設置する市町村を支援 

 

中央児童相談所運営管理（福祉保健部子ども未来課）                         １３,６４２ 

児童の非行・不登校などについて、家庭その他からの相談に応じて効果的な処遇を実施 
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児童相談所体制強化（福祉保健部子ども未来課）                           １８,７０４ 

児童虐待等対応機能強化（福祉保健部子ども未来課）                          ２,０８３ 

児童家庭支援センター運営（福祉保健部子ども未来課）                        １５,５８４ 

複雑化する児童虐待等の問題に対応するため、児童相談所の機能強化、家族再統合のための親支援プログラムの実施 

など、総合的な児童虐待防止策を推進 

 

社会的養護体制整備・促進（福祉保健部子ども未来課）                        ２０,１４８ 

親元で生活することのできない子供たちが家庭的な環境で健全に育成されるよう、里親制度の普及啓発や委託里親へ 

の相談・指導等を実施 

 

要保護児童対策等推進（児童養護施設退所者等自立支援資金貸付）（福祉保健部子ども未来課）       ２,１４６ 

児童養護施設を退所した者等に対して、自立支援資金として家賃相当額や生活費、資格取得費用を貸付 

 

性暴力救援センター和歌山運営（福祉保健部子ども未来課）                       ６,０００ 

性暴力救援センター和歌山の強化のため、保健所と協力医療機関との連携体制を構築するとともに、警察・病院等へ 

の同行支援などを行う地域支援員を配置し、性暴力被害者への継続的な支援等を実施 

 

④福祉人材の育成・確保 

 

保育士人材確保（福祉保健部子ども未来課）【再掲】                          ３３,７０７ 

保育士資格の新規取得者の確保、保育士の離職防止、潜在保育士の再就職支援を実施 

 

次世代育成支援関係職員研修（福祉保健部子ども未来課）【再掲】                   ３,９１０ 

次代を担う子供の教育、保育に携わる職員の資質向上を図る研修会を開催 

 

子育て支援員養成（福祉保健部子ども未来課）【再掲】                         ６,１２８ 

多様な子育てニーズに対応するための担い手確保のため、子育て支援員を養成 

 

福祉人材センター運営（福祉保健部長寿社会課）                          ７１,９９９ 

福祉職場就職相談会の開催のほか、介護福祉士養成施設入学者への修学資金等の貸付や離職した介護人材に対する再 

就職準備金の貸付等を支援し、福祉人材の円滑な就労と定着を促進 

 

介護事業所内保育所支援（福祉保健部長寿社会課）【再掲】                      ３３,８００ 

介護事業所における従事者の離職防止及び再就業を促進するため、従業員の乳幼児に対する保育等を行う介護事業所 

内保育所の施設整備・開設準備・運営に要する経費を補助 

 

介護人材確保対策（福祉保健部長寿社会課）                             １５,０６８ 

高等学校の生徒に対し、介護に関する知識及び技術を修得する機会を創出することにより、介護職場への新規参入を 

促進 

 

 

５. 地域を創る 
 
●活力と魅力のあるまちづくり 
 

①和歌山が誇る豊かな自然の継承 

 

世界農業遺産推進（農林水産部農林水産総務課）                           １３,４３４ 

東アジア農業遺産学会の開催など、世界農業遺産「みなべ・田辺の梅システム」を国内外に発信するとともに、日本 

農業遺産の新規認定に向けた県内候補地の取組を支援 

 

ジオパーク推進（環境生活部環境生活総務課）【再掲】                       ３４９,９２１ 

南紀熊野ジオパークにおける地質や地形とそれに由来する自然環境や文化資源等の調査や保全、教育や観光振興等の 

環境整備を行うとともに、ユネスコ世界ジオパーク認定に向け、南紀熊野ジオパークセンターの整備や研究活動、教 

育普及活動を支援 
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生物多様性和歌山戦略推進プロジェクト（環境生活部環境生活総務課）                １５,４３５ 

生物多様性を保全し次世代に引き継ぐため、生物多様性和歌山戦略を推進 

 

紀の国森づくり基金活用（森林の公的管理推進）（農林水産部森林整備課）【一部再掲】         ５２,０００ 

公益的機能を有する自然度の高い森林を保護するため、県による公有林化を推進 

 

自然公園等施設整備（環境生活部環境生活総務課）                           ４１,８９７ 

自然公園等の魅力を高めるために関連施設の整備を実施 

 

②和歌山が誇る文化遺産や景観の保存・保全と活用 

 

(新)歴史資料のデジタルアーカイブ構築（企画部文化学術課）                     １,６２５ 

散逸・劣化が懸念されている明治期以降の写真や古文書等の収集・整理、デジタル化を進めるとともに、歴史資料と 

して多くの県民の方などに活用いただけるようデジタルアーカイブを構築 

 

岩橋千塚古墳群追加指定（教育委員会文化遺産課）                          ３３,３９９ 

特別史跡岩橋千塚古墳群等保存整備・活用（県立紀伊風土記の丘）                   ７０,４３６ 

特別史跡に追加指定された天王塚古墳及びその周辺整備に向け、既設園路からの連絡道路の整備を進めるとともに、 

更なる追加指定に向けた調査を実施し、特別史跡岩橋千塚古墳群の保存・活用を推進 

 

③賑わいのあるコンパクトな都市づくり 

 

都市空間の再構築戦略の推進（県土整備部都市政策課）                       ６６８,０４６ 

都市全体の観点から、立地適正化計画を策定する市町及び都市の活性化のため必要な再開発プロジェクトを支援 

 

住宅耐震化促進（空き家の耐震改修支援）（県土整備部建築住宅課）【一部再掲】            １０,３４２ 

空き家対策の促進（県土整備部建築住宅課）                               １,０００ 

ＪＴＩマイホーム借上げ制度等により空き家を活用しようとする者に対し、耐震化費用の一部を補助するとともに、 

空き家所有者に対して適正管理や活用方法に係る相談会を開催するなど空き家対策の取組を強化 

 

和歌山県立医科大学薬学部設置（福祉保健部医務課）【再掲】                      ４３６,６６４ 

和歌山県立医科大学に薬学部を設置するため、実施設計等を実施 

 

(新)バス利便性向上促進（企画部総合交通政策課）【再掲】                     １３,３３４ 

バス利用者の利便性を向上し、公共交通の利用促進・維持確保を図るため、交通系ＩＣカードの利用を可能とするシ 

ステムやバスロケーションシステムを導入する路線バス事業者を支援 

 

和歌山電鐵貴志川線支援（企画部総合交通政策課）                           ６２,４４０ 

「貴志川線存続に関する基本合意書」に基づき、和歌山電鐵(株)が行う輸送の安全を確保するために必要な設備の更 

新・修繕を支援 

 

地域交通確保維持改善（企画部総合交通政策課）                           １５９,２７６ 

地域住民の日常生活上欠かせない生活交通バス路線の維持確保を図るため、広域・幹線バスを運営する事業者に補助 

するとともに、公共交通機関を利用した移動の利便性及び安全性の向上を図るため、ＪＲ岩出駅のエレベーター設置 

等バリアフリー化事業を支援 

 

歩道整備の加速化（県土整備部道路保全課）【再掲】                       ２,４２９,４７６ 

自動車や二輪車の交通量が多く危険な箇所を歩行者が安心して歩けるように、歩道整備を計画的かつ効率的に推進 

 

④個性豊かで暮らしやすい中山間地域づくり 

 

ふるさと生活圏活性化支援（企画部移住定住推進課）                        ３０,６２６ 

過疎集落等における住民の安全・安心な暮らしを確保するため、ふるさと生活圏を維持する方策を考えるセミナーを 

開催するとともに、地域の維持・活性化を図る取組を支援 
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(新)地域公共交通研究会（企画部総合交通政策課）                            ５１８ 

人口減少や高齢化が進む中、地域の公共交通機関網を維持していくため、公共交通に対する危機意識を地域住民に持 

ってもらい、地域の実情に応じた持続可能な公共交通のあり方を考える研究会を開催 

 

地域交通確保維持改善（企画部総合交通政策課）【再掲】                       １５９,２７６ 

地域住民の日常生活上欠かせない生活交通バス路線の維持確保を図るため、広域・幹線バスを運営する事業者に補助 

するとともに、公共交通機関を利用した移動の利便性及び安全性の向上を図るため、ＪＲ岩出駅のエレベーター設置 

等バリアフリー化事業を支援 

 

移住･定住大作戦（企画部移住定住推進課）                                １１１,６７９ 

和歌山への移住を促進させるため、移住相談窓口である「わかやま定住サポートセンター」を、東京・大阪・和歌山 

に設置するとともに、移住フェアや現地体験ツアー、「しごと」のある「くらし」体験の実施、起業・継業補助金等 

により、移住者に寄り添ったサポートを展開 

 

移住推進空き家改修支援（企画部移住定住推進課）                          ２７,８６９ 

過疎地域の空き家を積極的に利活用するため、定住支援住宅管理機構による空き家バンクの管理運営や空き家の掘り 

起こしを実施 

 

移住･交流推進（企画部移住定住推進課）                                 ７,８６９ 

官民連携で移住・交流を促進するため、移住交流推進地域の市町村を中心に受入体制等を強化 

 

ふるさと定住センター運営（企画部移住定住推進課）                        ５４,７２０ 

都市住民の和歌山県への移住を推進するため、移住希望者等に対する相談支援、田舎暮らし体験研修等を実施 

 

わがまち元気プロジェクト支援（企画部地域政策課）                          ２０,０００ 

地域活性化を図るため、地域固有の資源を活用した新たな産業づくりに取り組む市町村を総合的に支援 

 

グリーンツーリズム推進（農林水産部果樹園芸課）【再掲】                       ９,１９６ 

ブルーツーリズム推進（農林水産部水産振興課）【再掲】                             ７,２６７ 

農林水産業と観光を融合したグリーンツーリズム(ブルーツーリズム)を推進するため、体験・交流施設等の整備や地 

域による情報発信活動などを支援 
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●地域をつなぐネットワーク 
 

①交通ネットワークのさらなる充実 

 

道路網の整備推進（県土整備部道路局）                             ２９,９２２,５７０ 

企業立地や産業振興、活力ある地域づくりなど将来のチャンスを保障するものとして、高速道路や県内の幹線道路を 

早期に整備 
                                                           
 
 ・ 高速道路ネットワーク等の整備（道路政策課）【再掲】 

 
５,７８５,８００  

          すさみ串本道路､新宮紀宝道路､国道42号有田海南道路 等 

 

 ・ 県内外の一体的発展に寄与する幹線道路の整備（道路建設課）              ２１,５１１,２５０ 
(1)幹線道路網の整備【再掲】 

① 国道370号（阪井ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 
② 泉佐野岩出線外1線（備前～船戸） 
③ |都|西脇山口線（宇田森～藤田）等 

(2)府県間道路の整備【再掲】 

① 国道371号 (新紀見ﾄﾝﾈﾙ） 

② 那賀かつらぎ線 (かつらぎ町笠田中)  
(3)ＩＣアクセス道路の整備【再掲】 

① 和歌山橋本線（和田～吉礼）|仮称和歌山南SIC| 

② |都|南港山東線（西浜3丁目～関戸1丁目）|仮称和歌山南SIC| 

③ 白浜温泉線（白浜～富田）|南紀白浜IC| 等 

 
 ・ 都市内道路及び基本的生活に不可欠な道路の整備（道路建設課） 

(1)都市内道路の整備 
(2)基本的生活に不可欠な道路の整備 

 
 ・ 構想路線の具体化（道路政策課） 
  （仮称）京奈和関空連絡道路調査業務 

１１,５３５,５００ 
 
 
 

１,９９８,７５０ 
 
 

７,９７７,０００ 
 
 
 
 

２,６１７,５２０ 
５０７,５２０ 

２,１１０,０００ 
 

８,０００ 

 

総合的かつ計画的な自転車活用の推進（県土整備部道路政策課・道路保全課・道路建設課）【再掲】  ５４５,４５０ 

観光振興や地域活性化を図るため、安全で快適なサイクリングロードを整備 

 

南紀白浜空港利用促進（県土整備部港湾空港振興課）                                 １４,０００ 

南紀白浜空港開港５０周年を契機として、空港の認知度向上と賑わいの創出を図るため、各種記念事業を実施 

 

国際便受入機能強化（県土整備部港湾空港振興課）【再掲】                       ３８,１８１ 

南紀白浜空港の活性化を図るため、国際便受入機能の強化や、効率的な運営に向けた民間運営の取組を推進 

 

(新)国際フィーダー輸送集貨促進（県土整備部港湾空港振興課）                   １３,５００ 

和歌山下津港の国際フィーダー輸送の集貨促進を図るため、新規の荷主に対し、輸送費の一部を支援 

 

クルーズ客船寄港促進（県土整備部港湾空港振興課）【再掲】                    １２,６２５ 

港湾機能の向上（クルーズ客船対応）（県土整備部港湾漁港整備課）【再掲】             ２７０,７００ 

大型クルーズ客船を誘致するため、施設改良など受入環境の整備を進めるとともに、誘致活動を推進 
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４　特別会計予算のあらまし

  特別会計は、特定の事業について、その事業の収支状況を明確にするため、一般会計と分離して設けら

れた会計です。

第６表　特別会計別当初予算額
　　  （単位：千円、％）

平成２９年度 増減額 伸 率

会　計　名 予算額 　　　　 　　 財　源　内　訳 当初予算 Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

（Ａ） 国庫支出金 一般会計繰入金 その他 （Ｂ） （Ｃ）

農林水産振興資金 346,842 - 687 346,155 411,961 ▲65,119 ▲ 15.8

中小企業振興資金 656,286 - - 656,286 591,157 65,129 11.0

母子父子寡婦福祉資金 195,442 - 10,000 185,442 180,912 14,530 8.0

修学奨励金 236,889 - 681 236,208 243,283 ▲6,394 ▲ 2.6

職員住宅 190,113 - - 190,113 190,513 ▲400 ▲ 0.2

国民健康保険 104,911,209 32,246,379 6,533,773 66,131,057 - 104,911,209 皆増

県営競輪事業 11,107,499 - - 11,107,499 14,618,641 ▲3,511,142 ▲ 24.0

県営港湾施設管理 512,888 - 9,468 503,420 566,803 ▲53,915 ▲ 9.5

流域下水道事業 2,787,253 691,700 888,579 1,206,974 2,472,732 314,521 12.7

市町村振興資金 1,177,350 - - 1,177,350 1,189,045 ▲11,695 ▲ 1.0

自動車税等証紙 1,809,000 - - 1,809,000 1,581,000 228,000 14.4

用地取得事業 6,148,464 - 12,830 6,135,634 5,091,451 1,057,013 20.8

公債管理 120,161,700 - 71,060,620 49,101,080 123,306,347 ▲3,144,647 ▲ 2.6

小　　　　計 250,240,935 32,938,079 78,516,638 138,786,218 150,443,845 99,797,090 66.3

県立こころの医療センター事業 2,529,099 - 946,020 1,583,079 2,627,394 ▲98,295 ▲ 3.7

工業用水道事業 1,685,992 - - 1,685,992 2,038,682 ▲352,690 ▲ 17.3

土地造成事業 2,647,132 - 157,000 2,490,132 2,745,831 ▲98,699 ▲ 3.6

小　　　　計 6,862,223 - 1,103,020 5,759,203 7,411,907 ▲549,684 ▲ 7.4

合　　　　計 257,103,158 32,938,079 79,619,658 144,545,421 157,855,752 99,247,406 62.9

平成３０年度当初予算
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Ⅱ 平成２９年度下半期の予算のあらまし

１ 予算の補正状況
用語解説１０

（１）一般会計予算について

当初予算額 ５，６５５億２，７３０万円

補 正 額 １８６億５，６７９万円

最終予算額 ５，８４１億８，４０９万円

補正の状況及び内容は、第７表、第８表及び第９表のとおりとなっています。
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平
成
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年
度

一
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計
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正
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単
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：
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、
％

）
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９
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度
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６
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正

９
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正
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２
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２

月
補

正
平
成
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年
度
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８
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較
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分
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算
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（
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額
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（２）特別会計予算について

企業会計を除く特別会計予算については、

当初予算額 １,５０４億４,３８６万円

補 正 額 ▲５５億１,６８３万円

最終予算額 １,４４９億２,７０１万円

また、企業会計予算については、

当初予算額 ７４億１,１９１万円

補 正 額 １億４,７９３万円

最終予算額 ７７億４,３１６万円

特別会計の状況は、第１０表のとおりとなっています。
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２　繰越予算の状況

    平成２８年度予算のうち用地の選定、取得に日時を要したことなどにより、年度内に支出を終え

　ることが難しいと見込まれるものについては、平成２９年度に繰り越して使用することとしました。

  　その状況は、第１１表のとおりとなっています。

第１１表　平成２８年度予算繰越状況

（一般会計） 　　　（単位：千円）

区　分

国    庫  分担金及 寄 附 金 財産収入 繰 入 金 諸 収 入 県    債 一般財源

款　名 支 出 金  び負担金

総務費 233,879 － － － － － － 149,168

民生費 293,031 － － － 573,999 － 506,500 42,092

衛生費 26,000 － － － 250,800 － － －

労働費 - － － － － － － －

農林水産業費 3,153,482 167,502 － － － 80,485 1,195,700 235,266

商工費 83,157 － － － － － 73,000 11,523

土木費 13,216,497 386,303 － － 700,000 196,776 9,453,500 1,907,232

警察費 - － － － － － 13,000 5,751

教育費 13,000 － － － － － 2,500 144,855

災害復旧費 588,328 － － － － － 267,600 25,583

合    計 17,607,374 553,805 － － 1,524,799 277,261 11,511,800 2,521,470

（特別会計） 　　　（単位：千円）

区　分

　予　 算 　額 国    庫 分担金及 寄 附 金 諸 収 入 繰 越 金 県    債 繰 入 金

会計名 支 出 金 び負担金

流域下水道事業 43,714 23,061 10,326 － － － 10,200 127

用地取得事業 314,900 － － － － － 314,900 －

358,614 23,061 10,326      －      －      － 325,100 127

財　　　源　　　内　　　訳

18,751

合    計

881,511

33,996,509

1,415,622

財　　　源　　　内　　　訳

25,860,308

167,680

383,047

160,355

276,800

4,832,435

予 算 額

-
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 Ⅲ　県債及び一時借入金の状況

１　県債について

　　本県における平成３０年度末の県債の現在高見込額は、一般会計で１兆４５０億２，４８６

   　万円、特別会計で３３９億３，０３４万円、その合計は、１兆７８９億５，５１９万円で前年

   　度末残高に比べて、８４億４，９３４万円の増加となり、県民一人当たりの県債(借入金)残高

   　は約１１１万円になる見込みです。

　　なお、使途別現在高の状況は第１２表のとおりとなっています。

２　一時借入金について

　　一時借入金は、会計年度中に一時的に収支の不均衡を生じ、歳計現金が不足した場合に、

　その資金の不足を補うため借り入れるものです。したがって、一時借入金は、その会計年

  度の歳入で返済します。

    平成３０年度における一般会計の一時借入金の最高額は、８００億円です。

　（注）Ｈ２８以前は決算額。Ｈ２９、Ｈ３０はＨ３０当初予算編成時点の見込額。
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 県債の状況 （一般会計） 

 

県債発行額 県債残高 公債費 公債費負担比率 
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第１２表　県債使途別現在高の状況

（一般会計） （単位：千円）

１ 普     通     債 589,306,996         607,974,343         40,104,100          38,694,734          609,383,709         

1  土木 432,053,585         450,584,638         31,708,500          27,464,413          454,828,725         

2  農林水産 55,093,975          56,374,922          3,785,900            4,052,895            56,107,927          

3  教育 15,749,716          16,145,865          2,205,800            811,428              17,540,237          

4  公営住宅 5,057,576            5,544,884            402,600              426,700              5,520,784            

5  その他 81,352,144          79,324,034          2,001,300            5,939,298            75,386,036          

２ 災 害 復 旧 債 18,391,130          19,528,320          2,665,600            2,305,881            19,888,039          

1  土木 18,234,419          19,415,010          2,610,900            2,283,716            19,742,194          

2  農林水産 70,943                41,364                54,700                8,288                  87,776                

3  教育 611                    460                    -                       152                    308                    

4  その他 85,157                71,486                -                       13,725                57,761                

３ そ　　の　　他 405,927,674         410,676,227         26,830,000          21,753,120          415,753,107         

1  特別地方債 12,491                9,442                  -                       3,097                  6,345                  

2 減税補てん債 7,191,458            6,488,018            -                       696,691              5,791,327            

3 臨時税収補てん債 139,026              -                       -                       -                       -                       

4 退職手当債 29,217,960          29,231,400          3,830,000            2,146,044            30,915,356          

5 臨時財政対策債 367,626,678         373,320,710         23,000,000          18,793,890          377,526,820         

6 減収補てん債 1,740,061            1,626,657            -                       113,398              1,513,259            

1,013,625,800      1,038,178,890      69,599,700          62,753,735          1,045,024,855      

（特別会計） （単位：千円）

１ 普     通     債 19,302,715          22,514,444          4,943,000            2,644,770            24,812,674          

1  農林水産業債 168,295              86,560                -                       4,307                  82,253                

2  商工債 5,739,323            5,446,752            -                       391,698              5,055,054            

3  民生債 468,415              488,415              20,000                -                       508,415              

4  土木債 12,926,682          16,492,717          4,923,000            2,248,765            19,166,952          

２ 公営企業債 10,426,352          9,812,517            1,943,600            2,638,455            9,117,662            

３ そ　 の　 他 -                       -                       -                       -                       -                       

29,729,067          32,326,961          6,886,600            5,283,225            33,930,336          

平成30年度中増減見込額

区　　　　　分
 平成28年度末

現在高

 平成30年度中
元金償還見込額

 平成30年度中
起債見込額

合　　　　計

合　　　　計

 平成30年度末
現在高見込額

 平成29年度末
現在高見込額

 平成30年度末
現在高見込額

 平成29年度末
現在高見込額

平成30年度中増減見込額

 平成30年度中
起債見込額

 平成30年度中
元金償還見込額

 平成28年度末
現在高

区　　　　　分
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Ⅳ 県有財産の状況

県は、県民福祉を増進するための行政に必要な庁舎、県立学校、県営住宅、公園、山林、その他の

施設の土地、建物のほか、有価証券、基金など、いろいろな財産を所有し、それぞれの目的により、

もっとも効果的な運用を図るよう努めています。

平成３０年３月３１日現在において、県が所有する財産は次頁のとおりです。

なお、県が所有する財産は次のように分類されます。

公用財産（県が事務又は事業を執行するために直接使用する

ことを目的とする財産 例：庁舎、試験場）

行政財産

１ 公有財産 公共用財産（住民の一般利用に供することを目的とする財産

例：公園、図書館）

普通財産 （行政財産以外の財産）

２ 物 品（例：備品、消耗品）

３ 債 権（金銭の給付を請求しうる権利 例：貸付金）

４ 基 金（特定目的のために維持管理する財産であり、設置の目的により、次の２種に区分される）

（１）財産を維持し、又は資金を積み立てるための基金

（２）定額の資金を運用することにより特定の事務又は事業を行うための基金
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１．　公 有 財 産

（１） 土地・建物
　 （単位：㎡）

前 年 ９ 月 末 本 年 ３ 月 末 前 年 ９ 月 末 本 年 ３ 月 末
現    　 　　在 現     　　　在 現    　 　　在 現     　　　在

行　 政  　財 　産

本      庁      舎 27,946.27 27,946.27 0.00 43,114.58 43,114.58 0.00

その他 警 察 施 設 213,687.16 226,147.74 12,460.58 115,138.51 116,227.36 1,088.85
の行政
機　関 その他の施設 1,167,710.18 1,162,890.18 △ 4,820.00 184,583.82 183,159.99 △ 1,423.83

学        校 1,790,579.32 1,793,450.32 2,871.00 592,667.26 591,132.33 △ 1,534.93

公共用 公 営 住 宅 410,883.93 411,247.93 364.00 329,909.17 335,239.24 5,330.07

財  産 公        園 5,839,634.74 5,839,634.74 0.00 51,763.18 51,763.18 0.00

その他の施設 3,317,599.25 3,232,293.84 △ 85,305.41 247,374.20 247,374.20 0.00

 山             林 2,868,647.00 3,043,448.73 174,801.73

 公   舎   住   宅 75,890.52 75,471.78 △ 418.74 36,240.18 38,126.12 1,885.94

小              計 15,712,578.37 15,812,531.53 99,953.16 1,600,790.90 1,606,137.00 5,346.10

普   通   財   産

 廃   道   敷   地 14,806.08 14,707.27 △ 98.81

 廃   川   敷   地 55,639.57 58,934.43 3,294.86

 埋     立     地 7,129.71 6,887.44 △ 242.27

 一   般   県   有 996,021.30 982,439.40 △ 13,581.90 18,261.33 14,102.80 △ 4,158.53

小              計 1,073,596.66 1,062,968.54 △ 10,628.12 18,261.33 14,102.80 △ 4,158.53

16,786,175.03 16,875,500.07 89,325.04 1,619,052.23 1,620,239.80 1,187.57

（２） 山林

前 年 ９ 月 末 本 年 ３ 月 末 下　  半  　期 前 年 ９ 月 末 本 年 ３ 月 末 下　  半  　期
現    　 　　在 現     　　　在 現    　 　　在 現     　　　在

所　　　　　　　有 2,868,647.00 3,043,448.73 174,801.73 66,466.00 75,866.81 9,400.81

分　　　　　　　収 22,992,657.00 22,992,657.00 0.00 1,049,349.00 1,646,293.00 596,944.00
そ  の 他 の 権 原
に  よ  る  も  の 594,319.00 594,319.00 0.00 4,862.30 4,862.30 0.00

26,455,623.00 26,630,424.73 174,801.73 1,120,677.30 1,727,022.11 606,344.81

区              分
増    　 　　減 増     　　　減
下 　 半  　期 下 　 半  　期

建　　 　　　　　　物土                地

合              計

増    　　　 減 増    　　　 減

合              計

区              分

            面             積（㎡） 　　　　　　立木の推定蓄積量 （㎥）
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（３） 動産

船　　　 　　　 舶 　　　3　 隻 　　　3　 隻  0  隻 
  176.00総ﾄﾝ   176.00総ﾄﾝ 0.00総ﾄﾝ

航      空      機 　　　1　 機 　　　1　 機 0  機

浮              標 　　　4 　個 　　　0 　個 △4　個

浮      桟      橋 　　　4 　個 　　　4 　個 0  個

（４） 物権

地      上      権 23,586,976.00㎡ 23,586,976.00㎡ 0.00㎡

地      役      権 770.18㎡ 770.18㎡ 0.00㎡

ダ　ム　使　用　権　 1,990,000.00㎥ 1,990,000.00㎥ 0.00㎥

（５） 無体財産権

特      許      権 58 件 46 件 -12 件

実  用  新  案  権 1 件 1 件 0 件

商　　　標　　  権 2 件 2 件 0 件

著      作      権 25 件 25 件 0 件

育   成   者   権 12 件 12 件 0 件

営 　業　 秘　 密 1 件 1 件 0 件

（６） 有価証券
 （単位：千円）

株　　　 　 　  券 12,782,000 12,782,000 0

（７） 出資による権利
 （単位：千円）

出      資      金 62,277,508 62,277,508 0

出      捐      金 10,951,899 10,951,899 0

株　　　　　　　式 282,638 282,638 0

区              分 　前　年　９　月　末　現　在 　本　年　３　月　末　現　在 　下　　半　　期　　増　　減

区              分 　前　年　９　月　末　現　在 　本　年　３　月　末　現　在 　下　　半　　期　　増　　減

区              分 　前　年　９　月　末　現　在 　本　年　３　月　末　現　在 　下　　半　　期　　増　　減

区              分 　前　年　９　月　末　現　在 　本　年　３　月　末　現　在 　下　　半　　期　　増　　減

区              分 　前　年　９　月　末　現　在 　本　年　３　月　末　現　在 　下　　半　　期　　増　　減
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２　物品

自      動      車 1,136 1,140 4

　　　　舟 37 41 4

機  械  器  具  類 2,318 2,314 △ 4

そ　　  の 　　 他 1,818 1,825 7

5,309 5,320 11

３　債権
 （単位：千円）

 貸   付   金　等 100,608,444 50,642,049 △ 49,966,395

　下　　半　　期　　増　　減

　下　　半　　期　　増　　減

区              分 　前　年　９　月　末　現　在 　本　年　３　月　末　現　在

合　　　　　　　計

区              分 　前　年　９　月　末　現　在 　本　年　３　月　末　現　在
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４　基金
 （単位：千円）

財 政 調 整 基 金 4,090,786 4,093,500 2,714

県 債 管 理 基 金 17,764,428 17,775,413 10,985

土 地 開 発 基 金 16,676,160 17,849,732 1,173,572

福 祉 対 策 等 基 金 8,404,838 8,404,612 △ 226

地 域 振 興 基 金 5,458,522 4,164,735 △ 1,293,787

文 化 振 興 基 金 0 0 0

災 害 救 助 基 金 355,512 335,277 △ 20,235

愛    の    基    金 97,386 97,552 166

こどもの交通安全基金 17,368 17,380 12

青 少 年 文 庫 基 金 40,464 39,491 △ 973

自 然 保 護 基 金 181,764 181,885 121

地域環境保全基金 1,340,050 1,340,939 889

森林整備担い手基金 789,414 789,942 528

中山間ふるさと水と土
保全基金 1,095,168 1,081,065 △ 14,103

産 業 開 発 基 金 4,084,654 6,094,053 2,009,399

企業立地促進資金貸付
基金 918,714 0 △ 918,714

県庁舎及び議会棟等
整備基金 1,610,269 1,611,337 1,068

介護保険財政
安定化基金 1,363,994 1,449,589 85,595

県営競輪施設整備等
基金 755,548 671,666 △ 83,882

県営港湾施設管理特別
会計財産減価償却基金 169,111 169,223 112

和歌山下津港環境整備
等基金 19,163 19,176 13

国民健康保険広域化等
支援基金 501,960 492,314 △ 9,646

森林整備地域活動支援
基金 252,301 252,470 169

研究開発推進基金 350,284 350,527 243

紀の国森づくり基金 408,638 409,016 378

後期高齢者
医療財政安定化基金 2,348,394 2,349,952 1,558

ふるさと和歌山応援
基金 86,216 72,681 △ 13,535

　下　　半　　期　　増　　減区              分 　前　年　９　月　末　現　在 　本　年　３　月　末　現　在
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 （単位：千円）

消費者行政 13,965 0 △ 13,965
活性化基金

子育て支援対策
臨時特例基金 198,910 199,107 197

地域グリーン
ニューディール基金 0 0 0

国民健康保険
財政安定化基金 540,655 2,260,284 1,719,629

地域医療再生
臨時特例基金 416,140 15,035 △ 401,105

森林整備加速化・林業
再生基金 0 0 0

スポーツ振興基金 0 0 0

農業構造改革支援基金 556,868 557,248 380

地域医療介護
総合確保基金 2,978,621 5,385,905 2,407,284

73,886,265 78,531,106 4,644,841

　下　　半　　期　　増　　減

合                計

区              分 　前　年　９　月　末　現　在 　本　年　３　月　末　現　在
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　　Ⅴ　企業会計の業務状況

　　　　　　　第１款　病院事業収益　　　　　　 　２，３１０，２１１千円

　　　　　　　　第１項 　医業収益 　１，３４９，４６５千円

　　　　　　　　第２項 　医業外収益  　　　９６０，７４６千円

            支　　　出                                                           

　　　　　　　第１款  病院事業費用 　２，１７１，８２７千円

　　　　　　　　第１項   医業費用　　      　    　２，０９３，１００千円

　　　　　　　　第２項   医業外費用　 　　　　７８，６２７千円

　　　　　　　　第３項   予備費 　　　　　　　１００千円

  ②資本的収入及び支出                                                          

            収　　　入                                                               

　　　　　　　第１款  資本的収入 　　　３５７，２７２千円

　　　　　　　　第１項   企業債    　　　　２６，６００千円

　　　　　　　　第２項   他会計負担金    　　　３３０，６７２千円

            支　　　出                                                             

　　　　　　　第１款  資本的支出 　　　３５７，２７２千円

　　　　　　　　第１項   建設改良費 　　　　３５，８１７千円

　　　　　　　　第２項   企業債償還金 　　　３２１，４５５千円

　　１　和歌山県立こころの医療センター事業会計

　本年度の業務予定量は、入院患者数70,791人、外来患者数20,823人を見込み、病院
事業収益2,310,211千円、病院事業費用2,171,827千円、資本的収入357,272千円及び
資本的支出357,272千円を計上しています。

  なお、予算は次のとおりです。

  ①収益的収入及び支出                                                       

            収　　　入                                                           

 　　(１)  平成３０年度予算の概要
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          区分 外来延患者数(人)  収　　　益

月別 入院延患者数(人) (千円)

10,762 68,919

38,155 647,835

1,787 11,035

6,188 102,387

1,747 11,012

5,921 103,439

1,734 10,569

6,146 103,546

1,657 10,047

5,974 97,050

1,571 10,290

5,246 82,863

1,730 10,948

5,811 97,705

20,988 132,820

73,441 1,234,825

　 (３)  事業の状況

    合　　 　計

２月

１２月

１１月

３月

２９年４月～９月

３０年      １月

   (２)　事業の概要

    　  入院及び外来患者の状況

　　　　　平成２９年度の病院事業成績は、予定入院患者数85,989人に対し、入院患者は73,441人、予

        定外来患者数21,609人に対し20,988人で前者は85.4％、後者は97.1％です。

１０月
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　　　　　　第１款  病院事業収益　  ２，２６１，２５２，２８８円　　
　　　　　　　第１項  医業収益　　　　　　 １，３７１，５３８，９３０円　　
　　　　　　　第２項  医業外収益　　　　　　　 ８８３，７５１，７５８円　　
　　　　　　　第３項  特別利益　　　　　　　 ５，９６１，６００円　　
          支　　　出

            第１款  病院事業費用          ２，１５９，６６６，２９２円　　
              第１項  医業費用            ２，０６３，２３６，３８２円　　

              第２項  医業外費用                　９６，４２９，９１０円　　
　　　　　　　第３項  特別損失　　　　　　　 ０円　　

②資本的収入及び支出

          収　　　入
　　　　　　第１款  資本的収入      　 ４０８，９４３，０００円　　
              第１項  企　業　債　　　　　　　 １１５，３８１，０００円　　
              第２項  他会計負担金　　　　　　　２９３，５６２，０００円　　
          支　　　出
            第１款  資本的支出            ４３６，４８８，１４３円　　
              第１項  建設改良費　　　　　 １２２，３５３，２００円　　
              第２項  企業債償還金　　　　　 ３１４，１３４，９４３円　　

借　　　　方 貸　  　　方

3,522,014,388
8,559,810,906

5,037,931,278
134,760

383,057,151
154,951,801
216,464,239
11,641,111

4,115,679,928
4,115,143,609

536,319
600,264,804
321,454,705

3,286,390
175,876,513
90,934,620
8,712,576

311,388,267
311,388,267
64,212,658
64,212,658

1,288,060,114  
2,500,000

1,290,560,114
2,261,252,288
1,371,538,930

883,751,758
5,961,600

2,159,666,292
2,063,236,382

96,429,910

7,352,797,945 7,352,797,945

　　　　特別利益

　　    リース債務

　　　　引当金

　　繰延収益
　　    繰延収益

勘　定　科　目

    　　有形固定資産
　　　　減価償却累計額
　　　　無形固定資産
　　流動資産
　　　　現金預金

　　　　　収　　　入   　　　　

 　 (４)　経理の状況
　平成２９年度における収益的収入及び支出資本的収入及び支出並びに残高試算表は次の
とおりです。

①収益的収入及び支出

　　　　未収金
　　　　貯蔵品

③残高試算表　　　        　　　                                （単位：円）

　　固定資産

　　    前払金

　　流動負債

　　　　未払金

　　固定負債
　　    企業債
　　    リース債務

　　    企業債

　　収益
　　　　医業収益
　　　　医業外収益

　　　　その他流動負債

　　資本金
　　　　資本金
　　剰余金
　　　　資本剰余金
　　　　利益剰余金

合　　　計

　　費用
　　　　医業費用
　　　　医業外費用
　　　　特別損失
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２ 和歌山県工業用水道事業会計

工業用水道事業の平成３０年度の予算の概要及び平成２９年度下半期（平成２９年１０月１

日から平成３０年３月３１日まで）の業務状況は、次のとおりです。

（１）平成３０年度予算の概要

本年度の有田川、紀の川両事業所における年間総給水量は51,410,250立方メートルを予定して

います。１日の平均給水量は140,850立方メートルです。

収益的収支予算における収入は、給水収益及び受託事業収益が主なもので、支出は、工業用水

道管理センター、各事業所の管理運営費、一般管理費及び受託事業費が主なものです。

資本的収支予算における支出は、建設改良費が主なものです。

なお、平成３０年度予算は第１表のとおりです。

第１表 平 成 ３０ 年 度 予 算

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

第１款 工業用水道事業収益 1,105,820 千円

第１項 営 業 収 益 717,879 千円

第２項 営 業 外 収 益 387,941 千円

支 出

第１款 工業用水道事業費用 1,090,337 千円

第１項 営 業 費 用 760,431 千円

第２項 営 業 外 費 用 324,901 千円

第３項 特 別 損 失 5 千円

第４項 予 備 費 5,000 千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支 出

第１款 資 本 的 支 出 595,655 千円

第１項 建 設 改 良 費 585,655 千円

第２項 予 備 費 10,000 千円
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（２）平成２９年度下半期の事業及び経理状況

① 事業の状況

平成２９年度下半期の事業所別の給水量及び料金収入は第２表のとおりです。

第２表 平成２９年度下半期給水量及び料金収入（調定）状況

月別

事業所別 ４月～９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計 年計

契約水量 1,098,000 186,000 180,000 186,000 186,000 168,000 186,000 1,092,000 2,190,000

有田川第一 実給水量 720,100 124,900 120,300 124,100 124,600 108,500 121,700 724,100 1,444,200

料金（円） 12,688,488 2,149,416 2,080,080 2,149,416 2,149,416 1,941,408 2,149,416 12,619,152 25,307,640

契約水量 12,444,000 2,108,000 2,040,000 2,108,000 2,108,000 1,904,000 2,108,000 12,376,000 24,820,000

有田川第三 実給水量 10,121,849 1,653,352 1,582,865 1,651,226 1,564,123 1,407,764 1,611,197 9,470,527 19,592,376

料金（円） 149,178,672 25,270,704 24,455,520 25,270,704 25,270,704 22,825,152 25,270,704 148,363,488 297,542,160

契約水量 12,233,550 2,072,350 2,005,500 2,072,350 2,073,750 1,873,200 2,073,900 12,171,050 24,404,600

紀の川第二 実給水量 7,770,038 1,266,257 1,176,305 1,153,903 1,132,035 1,124,631 1,289,509 7,142,640 14,912,678

料金（円） 155,490,180 26,186,200 25,362,792 25,917,053 26,203,890 23,669,740 26,248,520 153,588,195 309,078,375

契約水量 25,775,550 4,366,350 4,225,500 4,366,350 4,367,750 3,945,200 4,367,900 25,639,050 51,414,600

計 実給水量 18,611,987 3,044,509 2,879,470 2,929,229 2,820,758 2,640,895 3,022,406 17,337,267 35,949,254

料金（円） 317,357,340 53,606,320 51,898,392 53,337,173 53,624,010 48,436,300 53,668,640 314,570,835 631,928,175

契約水量 25,775,550 4,366,350 4,225,500 4,366,350 4,366,350 3,943,800 4,366,350 25,634,700 51,410,250

前年同期 実給水量 19,045,476 3,093,255 3,275,225 2,934,229 2,917,153 2,702,465 3,085,988 18,008,315 37,053,791

料金（円） 318,086,344 53,638,812 51,926,671 53,606,320 53,606,320 48,418,610 53,606,320 314,803,053 632,889,397

契約水量 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

対前年同期 実給水量 97.7% 98.4% 87.9% 99.8% 96.7% 97.7% 97.9% 96.3% 97.0%

料金（円） 99.8% 99.9% 99.9% 99.5% 100.0% 100.0% 100.1% 99.9% 99.8%
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② 経理の状況
平成２９年度の収益的収支予算における収入は給水料金、受託事業収益及び受取利息等で1,077,914千円、

支出は各事業所の管理運営費、一般管理費及び受託事業費等で890,442千円です。資本的収支予算における
支出は建設改良費で617,134千円です。
なお、平成２９年度予算執行状況及び平成３０年３月３１日現在の残高試算表は第３表、第４表のとお

りです。

第３表 平 成 ２９ 年 度 予 算 執 行 状 況

収益的収入及び支出
収 入 （単位：千円）

予 算 額
区 分 執 行 額 執 行 率

補正前の額 補 正 額 計 ％

工業用水道事業収益 1,137,100 － 1,137,100 1,077,914 94.8
（1）営 業 収 益 717,879 － 717,879 713,614 99.4
（2）営 業 外 収 益 419,221 － 419,221 364,300 86.9

支 出 （単位：千円）

予 算 額
区 分 執 行 額 執行率

補正前の額 補正額 予備費 繰越額 計 ％
支出額

工業用水道事業費用 1,192,859 11,661 － 945 1,205,465 890,442 73.9
（1）営 業 費 用 834,813 11,661 － 945 847,419 622,038 73.4
（2）営 業 外 費 用 353,041 － － － 353,041 268,404 76.0
（3）特 別 損 失 5 － － － 5 － －
（4）予 備 費 5,000 － － － 5,000 － －

資本的収入及び支出
支 出 （単位：千円）

予 算 額
区 分 執 行 額 執行率

補正前の額 補正額 予備費 繰越額 計 ％
支出額

資 本 的 支 出 845,823 － － 158,602 1,004,425 617,134 61.4
（1）建 設 改 良 費 835,823 － － 158,602 994,425 617,134 62.1
（2）予 備 費 10,000 － － － 10,000 － －
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第４表
残 高 試 算 表

（平成３０年３月３１日）

（単位：円）

借 方 科 目 貸 方

11,211,236,172 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 7,391,521,533

1,189,670 無 形 固 定 資 産

1,500,000,000 投 資 そ の 他 の 資 産

3,067,113,927 現 金 預 金

241,978,110 未 収 金

2,561,667 貯 蔵 品

0 前 払 金

引 当 金 ( 固 定 負 債 ) 191,740,400

未 払 金 192,985,338

引 当 金 ( 流 動 負 債 ) 15,289,000

雑 流 動 負 債 693,518

繰 延 収 益 707,768,905

自 己 資 本 金 4,703,299,637

資 本 剰 余 金 359,859,263

利 益 剰 余 金 2,319,153,433

営 業 収 益 660,753,793

営 業 外 収 益 309,232,517

607,166,101 営 業 費 用

221,051,690 営 業 外 費 用

16,852,297,337 合 計 16,852,297,337

※ 第４表は消費税抜き
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３ 和歌山県土地造成事業会計

土地造成事業の平成３０年度の予算の概要及び平成２９年度下半期（平成２９年１０月１日から平成

３０年３月３１日まで）の業務状況は、次のとおりです。

（１）平成３０年度予算の概要

本年度も、昨年度に引き続き造成済み用地の売却を進めます。

収益的収支予算における収入は土地売却収益が主なもので、支出は土地売却原価が主なものです。

資本的収支予算における収入は企業債で、支出は企業債償還金が主なものです。

なお、平成３０年度予算は第１表のとおりです。

第１表

平 成 ３０ 年 度 予 算

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

第１款 土地造成事業収益 522,852 千円

第１項 営 業 収 益 341,148 千円

第２項 営 業 外 収 益 181,704 千円

支 出

第１款 土地造成事業費用 287,796 千円

第１項 営 業 費 用 274,412 千円

第２項 営 業 外 費 用 13,383 千円

第３項 特 別 損 失 1 千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

第１款 資 本 的 収 入 1,917,000 千円

第１項 企 業 債 1,917,000 千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 2,359,336 千円

第１項 土 地 造 成 費 42,336 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 2,317,000 千円
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（２）平成２９年度下半期の事業及び経理状況

① 事業の状況

平成２９年度下半期の事業の状況は、次のとおりです。

イ 内陸部造成

御坊工業団地については、総計３社に売却し、引き続き用地の早期完売を目指しているところです。

また、平成１５年８月から事業用借地制度を導入し、１社と契約を締結しています。

ロ 臨海部造成

雑賀崎工業団地については、総計２５社に売却し、引き続き用地の早期完売を目指しているところ

です。

西浜工業団地については、総計５２社に売却し、引き続き用地の早期完売を目指しているところで

す。

雑賀崎工業団地及び西浜工業団地においては、平成１４年２月から事業用借地制度を導入し、雑賀

崎工業団地において２社、西浜工業団地において７社と契約を締結しています。

日高港工業団地については、総計２社に売却し、引き続き用地の早期完売を目指しているところで

す。また、平成１５年８月の販売開始と同時に事業用借地制度を導入し、１社と契約を締結していま

す。

② 経理の状況

平成２９年度の収益的収支予算における収入は土地賃貸収入等で416,293千円、支出は一般管理費

及び時価評価により各工業団地の帳簿価額を評価換えしたことによる評価損等で323,149千円です。

資本的収支予算における収入は、企業債で1,916,000千円、支出は企業債償還金等で2,271,632千円で

す。

なお、平成２９年度予算執行状況及び平成３０年３月３１日現在の残高試算表は第２表、第３表の

とおりです。
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第２表

平 成 ２９ 年 度 予 算 執 行 状 況

収益的収入及び支出
収 入 （単位：千円）

予 算 額
区 分 執 行 額 執 行 率

補 正 前 の 額 補 正 額 計 ％

土地造成事業収益 587,555 163,614 751,169 416,293 55.4
（1）営 業 収 益 406,612 163,614 570,226 232,633 40.8
（2）営 業 外 収 益 180,943 － 180,943 183,660 101.5
（3）特 別 利 益 － － － － －

支 出 （単位：千円）

予 算 額
区 分 執 行 額 執 行 率

補正前の額 補正額 予備費支出額 計 ％

土地造成事業費用 344,059 293,370 － 637,429 323,149 50.7
（1）営 業 費 用 327,498 293,370 － 620,868 310,571 50.0
（2）営 業 外 費 用 16,560 － － 16,560 12,578 76.0
（3）特 別 損 失 1 － － 1 － －

資本的収入及び支出
収 入 （単位：千円）

予 算 額
区 分 執 行 額 執 行 率

補正前の額 補正額 繰越額 計 ％

資 本 的 収 入 1,916,000 － － 1,916,000 1,916,000 100.0
（1）企 業 債 1,916,000 － － 1,916,000 1,916,000 100.0

支 出 （単位：千円）

予 算 額
区 分 執 行 額 執行率

補正前の額 補正額 予備費 繰越額 計 ％
支出額

資 本 的 支 出 2,401,772 17,172 － － 2,418,944 2,271,632 93.9
（1）土 地 造 成 費 65,772 17,172 － － 82,944 5,632 6.8
（2）企 業 債 償 還 金 2,336,000 － － － 2,336,000 2,266,000 97.0
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第３表
残 高 試 算 表

（平成３０年３月３１日）

（単位：円）

借 方 科 目 貸 方

151,084,490 有 形 固 定 資 産

74,984 無 形 固 定 資 産

4,108,278,043 完 成 土 地

32,863,635 未 成 土 地

223,432,655 現 金 預 金

5,778,746 未 収 金

企 業 債 5,441,000,000

長 期 借 入 金 1,500,000,000

引 当 金 ( 固 定 負 債 ) 41,198,421

そ の 他 固 定 負 債 142,408,378

未 払 金 527,495

前 受 金 9,179,252

引 当 金 ( 流 動 負 債 ) 2,414,000

雑 流 動 負 債 1,118,246

繰 延 収 益 151,084,490

自 己 資 本 金 7,309,271,020

資 本 剰 余 金 3,091,783,645

13,261,616,214 利 益 剰 余 金

営 業 収 益 232,632,414

営 業 外 収 益 183,660,262

特 別 利 益 －

310,571,324 営 業 費 用

12,577,532 営 業 外 費 用

－ 特 別 損 失

18,106,277,623 合 計 18,106,277,623

68



Ⅵ 用語解説

１ 予算（Ｐ．１）
地方公共団体の一会計年度（４月１日から翌年３月３１日までの一年間）の全ての収入と支出

の見積りのことをいいます。

２ 一般会計（Ｐ．１）
予算のうちで最も基本的なものが一般会計です。単に予算というときは一般会計予算を指すこ

とが多く、民生費、教育費、警察費など、その地方公共団体存立の本来の目的そのものの事務を

処理するために要する経費が予算計上されます。

地方公共団体における会計は、団体ごとに各会計の範囲がまちまちとなるため、比較が困難で

す。そこで、地方財政統計上統一のとれた会計区分が求められるわけですが、これを「普通会計

」といいます。具体的には、一般会計に特別会計の一部を除いたものを合算したものです。

３ 特別会計（Ｐ．１）
特定の収入を財源にして、特定の事業を行う場合に、その収支を明確にするために、一般会計

とは別に設けられる会計のことです。さまざまな融資事業や病院、下水道、工業用水、土地造成

などの事業で特別会計が設けられています。

４ 企業会計（Ｐ．１）
一般的には株式会社等の民間企業における会計をいうものですが、地方財政上は、地方公営企

業法の全部又は一部の適用を受ける公営企業のために設けられる会計のことです。本県では、病

院事業や工業用水事業などの会計が設けられています。

５ 自主財源（Ｐ．４）
地方公共団体が自主的に収入しうる財源です。具体的には、県税、分担金及び負担金、使用料

及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入がこれに当たります。これに対して、

国から定められた額を交付されたり、割り当てられたりする収入を依存財源といいます。これに

は、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国庫支出金及び県債

があります。

６ 義務的経費（Ｐ．９）
歳出のうち、その支出が義務づけられていて、簡単には削減できない経費を義務的経費といい

ます。人件費、扶助費及び公債費がこれに当たります。

７ 消費的経費（Ｐ．１２）
歳出のうち、その支出の効果がその年度限り又は極めて短期間に終わる経費を、消費的経費と

いいます。人件費、扶助費、物件費、維持修繕費、負担金及び補助交付金等がこれに分類されま

す。

８ 投資的経費（Ｐ．１２）
歳出のうち、その支出の効果が資本形成に向けられ、長期間にわたり効用が及ぶ経費を、投資

的経費といいます。普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費がこれに分類されます。

９ 政策的経費（Ｐ．１２）
政策推進のために支出する経費をいいます。

10 補正予算（Ｐ．４３）
予算がつくられた後に生じた理由により、予算の収入・支出の見積額の追加や変更を行うこと

です。これに対して年度開始前につくられる予算を「当初予算」といいます。

69



和 
 

歌 
 

山 
 

県 
 

報

 
 

 
 

平

成

三

十

年

五

月

二

十

九

日

 
 

 
 

号

外

 
 

 
 

 

別

冊

 


	05 財政公表 5月22日.pdf
	13_県報号外_別冊裏表紙冊

